
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018～2027 

第６次小平町総合計画 

未来 

しごと 

ひと 

つなぐ 

～ つむぎ・つなぎ・つたえる 連携のまちづくり ～ 

小 平 町 



 

は じ め に 

 

 

小平町は、平成２８年９月をもって、町制施行５０周年を迎え、更なる発展を期し、 

その先の未来へつなぐ新たな第一歩を踏み出しました。 

   今日までの歩みは、先人の英知と町民皆様のたゆみないご努力により、これまでの総 

合計画に沿った中で、産業を振興し、生活基盤を整え、町民福祉の向上を図りながら、 

発展の歴史をつむいできましたが、この間、我が国を取り巻く社会経済情勢は、本格的 

な人口減少時代の到来や、超高齢社会がより一層伸展し、その結果として地域経済の縮 

小や労働力人口の減少、担い手不足による地域活力や地域機能の低下などを筆頭に、様 

々な影響が懸念される状況にあり、小平町のまちづくりにおいても、大きな時代の転換 

期を迎えています。 

 国は、人口急減・超高齢化という直面する大きな課題に正面から向き合うため、各地 

域がそれぞれの特性を活かした自立的で持続的な社会を維持していくことを目的とした 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、国と地方が総力を挙げて地方創生を推 

進することとしており、小平町においてもこれを受け、平成２７年１０月に「小平町人 

口ビジョン・総合戦略」を策定し、人口減少の克服と地方創生に対する取り組みを進め 

ているところです。 

こうした中、平成２０年度から平成２９年度までを計画期間とする「小平町新総合計 

画」の計画期間満了に伴い、新たなまちづくりに対する将来ビジョンのもと、迫り来る 

人口減少問題や直面する社会経済構造の変化にも的確かつ柔軟に対応し、町民と行政が 

連携し、人をつくり、仕事をつくり、まちをつくり、次代へつないでいく持続可能なま 

ちづくりの指針として「第６次小平町総合計画」を策定いたしました。 

本総合計画では、５０年、１００年先も「人がつながり 未来ひろがる 共創のまち」 

を将来像とし、「つむぎ・つなぎ・つたえる 連携のまちづくり」を基本理念に掲げ、５ 

つの基本目標とまちづくりの実現に向けた基本施策により、「小平町人口ビジョン・総 

合戦略」と連動し、一体的に推進することとしています。 

    平成３０年度からスタートする「第６次小平町総合計画」では、描いた将来ビジョン 

の実現を目指し、時代の状況に応じた持続的なまちづくりの推進に全力で取り組んでい 

きます。 

 「人がつながり 未来ひろがる 共創のまち」の実現には、これまで築き上げてきたこ 

の小平町を未来へ引き継いでいく責務があることをしっかりと認識するとともに、幅広 

い分野での町民皆様のまちづくりへの積極的な参画・協働が不可欠であることから、今 

後とも皆様のご理解とご協力、またご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

  

 平成３０年３月 

                               

小平町長 関  次 雄 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（昭和５３年７月１日制定） 

 

 

   
 

【 町 民 憲 章 】 

 

わたくしたちは、雄大な日本海と、緑豊かな自然につつまれた小平町の町民です。 

わたくしたちは、先人の偉業に感謝し、たくましい開拓精神をうけつぎ、このまちの町民であ

ることを誇りとします。 

わたくしたちは、たがいのしあわせをねがい、住みよい豊かなまちをつくるために、この憲章

を定めます。 

 

１ 元気ではたらき 伸びゆく豊かなまちにしましょう 

１ みんなで助けあい 親切であたたかいまちにしましょう 

１ きまりを守り 力をあわせて明るいまちにしましょう 

１ 文化をたかめ 心豊かな楽しいまちにしましょう 

１ 海も緑も美しい きれいな住みよいまちにしましょう 

 ＝
福
祉
の
ま
ち
宣
言
の
決
議
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小
平
町
は
開
拓
以
来
厳
し
い
風
雪
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堪
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、
父
祖
先
人
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た
ゆ
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と
、
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ま
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で
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て
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憲
章
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し
、
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民
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に
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え
、
町
民
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得
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し
か
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が
ら
、
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日
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厳
し
い
経
済
社
会
、
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業
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造
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著
し
い
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化
や
、
住
民
意
識
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様
化
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せ
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動
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和
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後
の
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て
い
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て
、
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憲
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っ
と
り
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な
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秩
序
あ
る
住

み
よ
い
地
域
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を
建
設
し
、
生
き
が
い
の
あ
る
ま
ち
の
実
現
に
努

め
る
た
め
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こ
に
全
町
民
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と
も
に
、
小
平
町
は
「
福
祉
の
ま
ち
」
を

宣
言
す
る
こ
と
を
決
議
す
る
。 
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日 
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【第 1 章】総合計画の策定 

｜第 1 節｜ 計画策定のしくみ 
 

（１）計画策定の趣旨  

       小平町総合計画策定の経過は、1956(昭和３１)年に町の前身である小平村が「新村建設

計画」を制定、以来、平成１９年度策定の「小平町新総合計画」まで６回にわたるまちづ

くりの指針となる計画を定め、「海と太陽と緑の恵まれた自然環境の下、健康で心豊かな福

祉のまち」を目指してきました。これまで、町の基幹産業である農林漁業を中心とした一

次産業の振興発展に軸足を据えながらも、保健・医療・福祉の連携による地域包括支援の

取り組みや、安心安全で快適な道路網の整備促進、また住民生活を下支えする生活基盤や

環境の整備、更には、次代を担う子ども達の豊かな創造性を育む教育の推進に努め、それ

ぞれの分野において、着実な進展が図れてきました。 

        しかし、この間の社会経済情勢は、百年に一度とも言われた金融・経済危機に伴う地方

経済の悪化や雇用機会の低迷、更には人口減少時代の到来などを筆頭に、不安定な状況に

直面するとともに、地方分権改革の高まりや三位一体改革の推進と相まって、地方公共団

体は中長期的な視点に立った計画的かつ安定的な行財政運営が求められています。 

        このような時代背景を踏まえ、本計画は、先の「小平町新総合計画」を継承するととも

に、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を尊重し策定した「小平町人口ビ

ジョン・総合戦略」と連動し、一体的に推進する中で、迫り来る人口減少問題や直面する

社会経済構造の変化にも的確かつ柔軟に対応し、町民と行政が連携し、人をつくり、仕事

をつくり、まちをつくり、次代へつないでいく持続可能なまちづくりの指針として「第６

次小平町総合計画」を策定するものです。 

 

（２）計画の性格と役割  

         総合計画は、まちづくりを進める上で、最上位に位置付けられる計画であり、将来にわ

たって持続可能な小平町の進むべき道を示す、言わば羅針盤となるものです。 

        したがって、行政の運営のみならず、まちづくりの主役である町民との連携・協働を進

めるための指針となるものです。 

 

（３）計画の期間と構成及び進行管理 

１．計画の名称と期間 

本計画の名称は、「第６次小平町総合計画」とし、2018(平成３０)年度から 2027

年度までの１０年間とします。 
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２．計画の構成 

              本計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」で構成します。 

              なお、それぞれの計画に応じた目標年次及び期間は、次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想 

基本構想は、長期的な視点に立ち、まちづくりの基本理念と将来像を明確

にするとともに、基本計画の実現に向けた施策の大綱を示すもので、初年度

を 2018(平成３０)年度とし、2027 年度を目標年次とする１０年間にわ

たる計画です。 

基本計画 

基本計画は、基本構想に掲げたまちの将来像を実現するため、施策の大綱

を具体化し、掲げた目標を達成するために必要な施策を総合的に示すもの

で、初年度を 2018(平成３０)年度とし、2022 年度までの５か年を目標

年次とする計画を「前期基本計画」、また、2023 年度から 2027 年度ま

での「後期基本計画」は、時代の変化に柔軟に対応できるよう、前期基本計

画の推進状況や、めまぐるしく変化する社会経済情勢の動向などを踏まえな

がら、総合的な知見から策定することとします。 

実施計画 

基本計画に掲げた施策を実現するための具体的な計画であり、次代へつな

ぐまちづくりに必要な主要事業の具体的な内容を示す計画です。 

 実施計画は、予算編成を行う上での指針となるもので、計画期間を３か年

とし、事業の進捗状況等を踏まえながら、毎年度、検証と見直しを行います。 

総合戦略 

総合戦略は、人口減少が及ぼす直接的・間接的な影響について、これまで

にない危機感と問題意識を町民と共有しながら、「小平町人口ビジョン・総

合戦略」に掲げた戦略的な施策を総合的に推進するために策定されたもので

あり、初年度を 2015(平成 27)年度とし、2019 年度を目標年次とする５

年間にわたる計画です。 
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H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

前期基本計画（５年間） 後期基本計画（５年間）

実施計画（３年間）

総合戦略

基本構想

基本計画

実施計画

基本構想（１０年間）

実施計画（３年間）

実施計画（３年間）
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３．計画の進行管理 

第６次小平町総合計画では、次代へつないでいく持続可能なまちづくりを実現す

るため、取り組みにおける具体的な数値目標を定め、PDCA サイクル「計画（Plan）・

実行（Do）・評価（Check）・改善（Action）」による進行管理を行います。 
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Ｐ<計画>
（Plan）

まちづくりの将来像

Ｄ<実行>
（Do）

取り組みの実行

Ｃ<評価>
（check）

取り組みの検証

Ａ<改善>
（Action）

検証結果に基づく改善



 

  

  

  

｜第 2 節｜ まちの概要 
 

（１）沿革 

       1880(明治１３)年２月に鬼鹿村、天登雁村戸長役場を設置し、1906(明治３９)年４月

１日、２級町村として鬼鹿村が独立。1919(大正８)年７月１日、２級町村として小平蘂村

が独立し、1948(昭和２３)年１月１日に小平村と改称。1956(昭和３１)年９月３０日小

平村と鬼鹿村が合併し、1966(昭和４１)年９月１日に町制を施行し、小平町となり今日に

至っています。小平の語源は、アイヌ語の「オ・ピラ・ウシ・ペツ」より転訛したしたもの

で、「河口に崖がある川」を意味します。 

 

（２）位置・地勢 

小平町は、北海道の北西部、留萌管内の                   

南部に位置し、北は苫前町、南は留萌市、    

東は深川市、沼田町、幌加内町に接し、西  

は日本海に面しています。北緯４３度５５ 

分～４４度１２分、東経１４１度３８分～ 

１４２度０４分に位置し、南北３２㎞、東 

西３４㎞で、面積６２７.２２㎢の広さを有 

しています。 

海岸部は、段丘地帯であり、小平蘂川を 

はじめとする大小の河川及び支流の流域に    

は、肥沃な平坦地が広がり、農耕に適しています。そのほかの大部分は、北海道北部を南北

に走る天塩山地の山岳丘陵で占められています。 

 

（３）気象条件 

日本海沿岸地域に位置する小平町は、北       

海道西海岸特有の海岸性気候で、冬期間は 

特に風雪が強い反面、夏期は比較的、温暖 

な気候に恵まれる地域です。 
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区分 総降水量

年次 平均 最高 最低 （ｍｍ）

7.0 32.8 -20.8 1,505

7.1 32.4 -28.0 1,311.5

6.8 31.5 -20.6 1,563.5

7.5 33.8 -23.0 1,740.5

6.8 32.1 -23.6 1,759.5

6.7 33.5 -27.9 1,833

6.8 34.4 -24.5 1,654.5

6.7 34.3 -27.0 1,653

7.4 31.8 -27.6 1,576

6.9 32.4 -25.4 1,748.5

＜ 年次別気温・総降水量 ＞

平成23年

気温（℃）

平成19年

平成20年

平成21年

平成22年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年
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（４）人口と世帯 

小平町の人口は、1950(昭和２５)年の１７,０４６人をピークに減少が進み、2015(平成

２７)年の国勢調査では３,３３６人となり、ピーク時の約２０％まで減少しています。 

急激な人口減少の大きな要因としては、炭鉱の閉山を代表とした主要産業の衰退や、その

後も引き続く若年層の都市への流出などがあげられます。 

年齢構成におけるこれまでの傾向を見ると、０歳～１４歳の年少人口は、1950(昭和２

５)年以降、減少が続く一方で、６５歳以上の老年人口は増加が続き、1985(昭和６０)年か

ら平成２(1990)年の間に、老年人口が年少人口を上回り、高齢化社会となった以降も、少

子高齢化が一層進展し、2000(平成１２)年からは、超高齢社会に突入しています。 

また、１５歳～６４歳の生産年齢人口は、1965(昭和４０)年から平成 12(2000)年まで

は、小平町総人口の６０％台を維持してきましたが、2010(平成２２)年の国勢調査では、

５５％までに減少しています。 

世帯数についても、2010(平成２２)年国勢調査の１,５１２世帯から９２世帯減少し、

2015(平成２７)年の国勢調査では１,４２０世帯となっています。 

世帯数の減少要因としては、出生数の低下や人口の流出によるものが主な誘因材料と考え

られます。 

小平町はもとより、日本全体の人口が継続的に減少する中、国立社会保障・人口問題研究

所が発表した推計によると、今後も少子高齢化の急進が長期にわたり進行し、2040 年に

は、すべての都道府県で 2010(平成２２)年の人口を下回ると予想されています。 

このような状況の中、小平町の人口についても、今後も減少が続くものと予想され、生産

年齢人口の減少による地域経済の縮小・停滞や労働力人口の減少、更には基幹産業の担い手

不足による地域活力やコミュニティ機能の低下など、様々な影響が懸念されることから、人

口減少を漠然とした問題として捉えるのではなく、地域全体の重要な共通課題として真摯に

受け止め、少しでも人口減少幅がゆるくなるよう、「小平町人口ビジョン・総合戦略」を踏ま

え、町の機能を維持・強化する施策を展開する必要があります。 
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＜総人口・年齢３区分別の人口推移＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（各年 10 月 1 日）※1945 年を除く 

 

＜年齢３区分別の人口比率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（各年 10 月 1 日） 
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941人

727人

655人

564人

523人

683人

618人

408人

254人

248人

965人

1036人

1016人

915人

893人

3人

2人

6人

平成 7 年

（1995）

平成12年

（2000）

平成17年

（2005）

平成22年

（2010）

平成27年

（2015）

一次産業 二次産業 三次産業 分類不能

総就業者数 1,670人

総就業者数 1,735人

総就業者数 2,079人

総就業者数 2,384人

総就業者数 2,589人
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（５）産業の構成と就業者数 

小平町の産業構成は、第１次産業が３１.３％、第２次産業１４.９％、第３次産業は５３．

５％となっています。（分類不能０.３％） 

また、産業別の１５歳以上就業者数は、2010(平成２２)年の国勢調査と比べ、男性は前

回同様、農業が最も多く、女性は医療、福祉分野に関する就業者数が前回調査で最も多かっ

た農業を上回りました。 

また、総就業者数については、前回調査の１,７３５人から６５人減少し、１,６７０人とな

っています。 

 

     ＜産業別の就労人口＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

   

（６）土地利用の現況  

       土地は限られた資源であるととも      ＜地目別土地面積＞  総面積：627.22 ㎢  

に、将来にわたって、生活を営み、 

生産活動を行うための共通財産であ 

ることから、土地利用の現状と地域 

の特性を考慮し、総合的かつ計画的 

な土地利用を推進します。 

 

 

 

 

（平成 29 年 1 月 1 日現在） 
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｜第 3 節｜ まちの現状と課題 
 

（１）産業 

小平町はこれまで、農林水産業を基幹産業とし、発展の歴史をつむいできました。 

しかし、今、農業においては、後継者不足などにより、その戸数が漸減しています。 

こうした傾向は、今後も続くことが予想され、農業者人口の減少は、まちの未来にも大

きな影響を与えると懸念されています。 

こうした中、農業生産物を核とした特産品づくりや販売体制の確立に取り組んでいると

ともに、主要作物である米はもとより、「アイボリーメロン」や「おびら和牛」など、内外

に誇れる農業生産物の付加価値を一層高め、比類なきブランド化の確立にも努めていま

す。  

水産業については、燃油、資材の高騰など、時勢を取り巻く環境に左右されながらも、

作り育てる漁業が大きく実を結び、基幹産業の屋台骨を支えています。 

がんばる水産業を支え、漁業者所得の向上と将来に向けた漁村存続の有益な活動を一層

進め、基幹産業の一翼を担う水産業への支援を継続します。 

     商工業については、これまで住宅の新築や増改築、また住環境の整備に対する助成金を

交付するなどし、町内経済の刺激を図ってきましたが、人口減少や依然として続く都市圏

への購買力の流出などを背景に、閉塞感が続いています。 

こうした状況に風穴を開けるためには、商工会を主体に、地域の現状と新たなニーズの

把握に努めるとともに、地元購買力を高める地道な取り組みを継続して行う必要がありま

す。 

観光については、観光交流センターを核とした「道の駅・おびら鰊番屋」、海と太陽と緑

の里を満喫する「おびまる広場」、更には「ゆったりかん」、「ゆうゆうそう」を配し、それ

ぞれの特性を活かし、にぎわいを創出する中で、誘客を図る取り組みを進めています。 

また、北海道インバウンド加速化プロジェクトと歩調を合わせ、増加傾向にある訪日外

国人に対するインバウンド対策や、2019 年度には「高規格幹線道路 深川・留萌自動車

道」が全線開通となることを踏まえ、国内外の観光客を地域全体で受け入れる準備を進め

ています。 
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（２）保健・福祉・医療・介護 

心身ともに健康で、日々を明るく過ごすことは、町民共通の願いです。 

  町民の健康づくりを支えるため、特定健康診査やがん検診など、各種検診を継続実施すると 

ともに、食育への取り組みや、歯と口腔の健康づくりを進めています。 

少子化への対策は、まちの将来を担う子ども達の健やかな成長と安心して生み育てることが

できる環境を整備するとともに、保育料や医療費の無料化、紙オムツの支給など、子育て世帯

に対する実効的な支援を行っているほか、不妊治療に対する助成を行うなど、今後とも少子化

対策に正面から取り組んでいく必要があります。 

また、高齢化が進む一方で、健康で、元気なお年寄りが様々な場面で活躍しています。 

高齢者が長年培って来た知恵や技術を活かした「高齢者の社会活動等参加ポイント事業」を

展開するなどし、高齢者の生きがい対策や健康寿命の延長を図る取り組みを行っています。 

障がい者施策については、「福祉のまち」宣言、またノーマライゼーション理念にのっとり、

すべての障がい者が安心して暮らせるまちづくりを推進するため、障がい者に寄り添った取り

組みを進めています。 

医療施策については、町内４箇所（内科診療所２施設・歯科診療所２施設）の診療所が、町

民にとって最も身近な医療機関として、１次医療機能を維持しています。 

また、広域医療については、留萌第二次保健医療福祉圏及び都市部の第三次保健医療福祉圏

との連携を図りながら、診療体制や救急医療の確保に努めています。 

介護施策については、高齢者が住みなれた地域で、いつまでも安心して、自立した生活が送

れるよう医療・介護・予防・住まい・生活支援などの必要なサービスを包括的・継続的に調整

する地域の拠点施設として、地域包括支援センターを中心に介護予防事業を進めています。 
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（３）生活環境 

生活環境の保全、また、限られた資源を再利用する観点から、ごみの分別排出に対する

町民皆様のご理解を頂きながら、留萌南部衛生組合ごみ処理基本計画に基づき、ごみの排

出を抑制して、ごみ減量目標を達成するための取り組みを進めています。 

道路網の整備については、小平町を２４.５㎞にわたり縦貫する国道２３２号線は、町民

生活に無くてはならない主要幹線道路であることから、越波、吹雪、交通事故対策につい

て、留萌管内道路整備国道２３１号・２３２号強靭化促進期成会を組織し、国や関係機関

に要請を行っています。 

また、2019 年度には「高規格幹線道路 深川・留萌自動車道」が全線開通することか

ら、都市部へのアクセスが一層短縮され、更なる利便性の向上につながるとともに、小平

町内への交流人口の流入も拡大することが予想されます。 

道道については、国道不通時の代替道路を確保する観点から、苫前小平線の早期開通に

対する要請をはじめ、町内を通る他の道道についても、整備要請を継続して行っています。 

町道については、パトロールを強化し、危険箇所、改善箇所をいち早く特定するととも

に、各地区町内会からの要請に基づく現地調査などを行い、道路交通環境の維持管理に努

めています。 

また、人口減少が進行する中にあっても、公共交通の不便な地域に居住する自家用車な

どを持たない高齢者等の移動手段であるデマンドバスを運行し、地域公共交通の確保維持

を図っています。 

上下水道のうち、上水道については、水道施設更新基本計画に基づき、浄水場の整備や

統合の検討、また、水管橋などの老朽管の改修を進め、安心安全な水道水の供給に努めて

います。 

下水道については、浄化センター施設整備計画区域内における水洗化の普及率は、７

９％台で年々増加していますが、小平浄化センター施設や機械設備の老朽化が懸念される

ことから、施設全体の改修計画の策定を見据え、適正な事業管理と施設の維持管理を行う

中で、住民生活に支障が出ないよう取り組みを進めています。 

住環境の整備については、小平町住宅マスタープランや小平町公営住宅長寿命化事業な

どに基づき、計画的な建て替え、改修、修繕等を進めているほか、優良な民間賃貸住宅を

町内６箇所に建設し、町内への移住・定住の促進を図っています。 
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（４）教育 

少子化・人口減少が進む中、小平町ではこれまでに、小学校４校、中学校３校が統廃合され、

現在は小学校２校、中学校１校が渡されたバトンを引き継ぎ、まちの宝である子ども達の健全

育成の場として、その役割を果たしています。 

学校教育は、次代を担う子ども達の学ぶ力と生きる力を育み、個々の人生を豊かにするとい

う崇高な使命を深く自覚し、教育委員会はもとより、関係機関との連携を密にしながら、慎重

に進めていかなければなりません。 

このため、小平町の教育目標である「ふるさとを愛し、ふるさとを拓く、心豊かな人を育む

小平の教育」を実践し、児童・生徒一人ひとりの特性を大切にしながら、楽しく学びあうこと

のできる、潤いと魅力ある教育環境づくりを進めています。 

また、社会教育については、適時に策定される「社会教育中期計画」に基づき、町民一人ひ

とりの学習意欲を高めるよう、社会教育環境の整備と各種社会教育事業の展開を拡充していく

必要があると同時に、世代毎のニーズにあった学習要求を充足し、町民自らが学ぶ機会を拡充

することが大切となります。 
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｜第 4 節｜ まちを取り巻く社会的状況 
 

小平町では、前回の総合計画においても、起こりうる社会の変化やあらゆる諸問題を捉

え、時代の状況に応じながら、まちづくりを進めてきました。 

しかし、今、これまでの１０年間を振り返るとき、社会及び経済の状況は当時と比べ、

劇的に変化してきた反面、日本が抱える構造的な問題は何ら解決していない状況に気づ

くことが出来ます。 

まちを取り巻く社会的な諸問題は、深刻さを増す人口減少問題に加え、大規模自然災害

リスクの高まりなど、従来の価値観や社会のあり様を根幹から見直すほどの影響を与え

ており、こうした状況は、今後も続くと予想されることから、この先１０年間のまちづく

りを進める上で、影響を受ける可能性が高いと思われる社会的状況を念頭に置きながら、

多面的、総合的な観点から、計画を進めていかなければなりません。 

 

（１）人口減少と少子高齢化の急進 

わが国の人口は、戦後のベビーブームなどを背景に、右肩上がりで増加してきましたが、

2008(平成２０)年の１億２,８０８万人をピークに減少局面に転じています。 

小平町の人口についても、昭和４０年代前半の急激な人口減少以降、緩やかではあるも

のの、一貫とした減少が続いており、国立社会保障・人口問題研究所の推計による小平町

の人口は、2040 年には１,９２５人にまで減少すると予測されています。 

こうした人口減少と高齢化は、地域産業の担い手不足や消費の縮小による地域経済の減

退、社会保障費の負担増や税収減、更には、地域コミュニティ機能の低下、また空き家等

の増加など、住民生活に対し、直接的な影響を及ぼすことが懸念されることから、「小平町

人口ビジョン・総合戦略」に基づく少子化対策や、子育て世代への切れ目のない支援、ま

た元気な高齢者を応援する取り組みなどを促進し、時代に合ったまちづくりを進める必要

があります。 
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序論 
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（２）グローバル化の進展と地方経済・産業の低迷 

世界的な自由貿易化の流れが進む中、これに拍車をかけるように、TPP 協定や EPA/FTA

などによる経済連携の動きが広がり、国際的な市場競争が激化しています。 

経済のグローバル化、自由貿易の進展は、地域の農林水産業などに対し、長期にわたる様々

な影響を与えると予想されていることから、地域の産業を守り、持続性を保つため、産業の担

い手や雇用機会を確保し、小平町の強みである安心安全な生産物を活用した６次産業化による

新たな収益機会の創出などを通じ、独自性と自立性を高め、地域経済の活力を維持していく必

要があります。 

 

（３）深刻化する地球環境問題と大規模自然災害の脅威 

長い年月をかけ、豊かさと利便性を追及してきた人々の生活や経済・産業活動は、同時に様々

な面において、地球環境に大きな影響を及ぼしてきました。 

中でも地球の温暖化は、地球全体の気温が上昇するだけでなく、気候に対しても既に大きな 

変動をもたらし、異常気象の増加や自然の生態系へ大きな影響を与えるなど、問題が深刻化し 

ています。 

特に、温暖化に起因するとされる異常気象は、世界各国をはじめ、日本国内においても、大 

型の台風発生や、局地的に猛威を振るう大雨、それに伴う河川の氾濫、また猛暑による熱中症 

の増加など、各地で様々な影響、被害が発生し、国民生活に大きな打撃を与えています。 

このような気候変動の脅威からかけがえのない地球を守り、次代へつないでいくためには、 

一人ひとりが暮らしの中で地球温暖化の防止を意識するとともに、温暖化を緩やかにするため 

の誰にでもできる身近で地道な取り組みを続けていく必要があります。 

 

（４）高度情報化社会への対応 

  高度に発達した情報通信技術（ICT）により、スマートフォンやソーシャルメディア（SNS） 

が急速に普及し、社会の様々な分野における情報収集や発信、共有が可能になるなど、人々の 

暮らしや働き方に対する利便性が一層向上しています。 

  また一方で、高度・複雑化した情報通信システムは、様々な分野の利便性向上の裏側で、時 

に不正アクセスなどのサイバー攻撃や、個人情報の漏えい問題などの深刻な影響をもたらして 

います。 

  こうした中、自治体に対しては、住民生活に直結する利便性豊かなサービスを維持しながら、 

個人情報漏えいなどの危険を回避するための強固な情報セキュリティ対策が求められていま

す。 
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（５）効率的かつ持続可能な行財政運営の確立 

めまぐるしく変化する社会経済情勢の最中にあっても、住民にとって最も身近である基

礎自治体は、効率的かつ安定的な住民サービスを提供し続けなければなりません。 

     このような中、小平町行財政集中改革プランに基づく職員数の適正管理や指定管理者制

度の導入、また留萌地域における電算処理システムの共同化を図るなど、行財政事務事業

の簡素効率化を進めてきましたが、これに反して、増大する業務や高度化・多様化する住

民ニーズに的確に対応する行政組織の確立も同時に求められていることから、全職員が公

務員としての高い倫理性や経営感覚を身に付けるとともに、積極的な職員研修の実施や人

事評価制度の活用を通じて、職員一人ひとりが山積する課題に対する解決能力や、職務能

力の一層の向上に努める必要があります。 

     また、少子高齢化の進展による社会保障費の増加や、人口減少による税収減などが見込

まれる中、持続可能な行財政運営の確立を図るためには、自主財源の確保はもとより、こ

れまで以上の歳出削減が必要となることから、不断に事務事業の見直しを行うとともに、

厳しい財政状況や限られた人員の中で、住民にとって望ましい行政サービスを提供するた

め、財政規律を堅持し、適正な予算執行のもと、一層の財政健全化に取り組む必要があり

ます。 
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【第 1 章】まちの将来像と基本理念 

｜第 1 節｜ 小平町の将来像 

     

■ 

将
来
像 

■ 

人がつながり 未来がひろがる 共創のまち 

  

小平町は、厳しい自然条件の中で、先人たちが不屈の精神のもとに切り拓いてきた 

大地と、四季を通して様々な表情を見せる雄大な日本海、また広大で緑深い山林など 

の多様で豊かな自然環境のもと、幾多の困難を乗り越え、長い歴史の背景に裏打ちさ 

れた伝統や文化を引き継ぎながら、今日まで成長してきました。 

私たちはこれからも、直面する幾多の厳しい困難や試練を乗り越え、小平町の明る 

い未来を将来にわたり、次代へ引き継ぎ、広げるため、町民やまちづくりへの協力が 

不可欠な関係機関、そして行政がしっかりと連携し、縦と横の糸をつむぎながら、人 

をつくり、仕事をつくり、まちをつくり、次代へつなぎ、活力に満ちたまちの未来を 

共創します。 
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｜第 2 節｜ まちづくりの基本理念 

 

■ 

基
本
理
念 

■ 

つむぎ・つなぎ・つたえる 連携のまちづくり 

 

     小平町では、これまでの総合計画はもとより、前計画の「よろこび共感・輝きのシ 

ンフォニー」のもと、人と自然が調和する中で、互いに触れ合い、補い合い、支え合 

い、産業を振興し、生活基盤を整備し、町民福祉の向上を図りながら、よろこびを共 

感してきました。 

       しかし、時代は、少子高齢化の進行と人口減少問題、また、格差社会の拡大や地域 

経済の低迷、更には大規模自然災害の発生など、大きな時代の転換期を迎えています。 

       このため、「第６次小平町総合計画」では、変わりゆく姿を時代の潮流と捉え、町 

民にとって真に必要な施策の適時的確な執行を図るとともに、有形無形の潜在的な価 

値と新たな強みを掘り起こし、「これまでも、そしてこれからも町民と共に歩む連携 

のまち・小平町」創生のため、つむいできた歴史を誇りに、これから先の未来へつな 

ぎ、つたえるまちづくりを進めることを基本理念とします。 
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【第 2 章】まちづくりの基本目標 

｜第 1 節｜ 働きながら住み続けられるまち 
 

         将来にわたり、まちの持続性を高め、つないでいくためには、それを支える力強い地域

産業、経済の発展がなければ実現できません。 

このため、町民にとって重要な生活基盤である町内産業、経済の活性化を図るとともに、

ソーシャル・キャピタル(�)を醸成するため、町の政策はもとより、国や道の各種制度を活

用しながら、住み続けたい・住んでみたい・訪れてみたいと思えるまちの実現を目指し、

一次産業の生産基盤を整備・強化し、担い手を育成・確保し、外から人を呼び込む環境を

整えながら交流人口の拡大を図り、賑わいを創出する中で、過ごしやすさや暮らしやすさ

などを求める多様な声を集め、町民のすべてが日々の暮らしの満足度を高めるとともに、

やりがいのある仕事を持ちながら住み続けられることができるまちを共創します。 

 

 

 

政策分野 まちづくりの実現に向けた基本施策 

 産業・経済 

１ 農林業の振興 

２ 水産業の振興 

３ 商工業の振興 

４ 観光の振興 

５ 雇用・就労対策の推進 
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� ソーシャル・キャピタル : 人々の協調行動が活発化することにより社会の効率性を高めることができるとい 

う考え。 
 



 

 

  

  

｜第 2 節｜ 子どもを産み育てたいと思えるまち 
 

少子化をもたらす背景のひとつに、晩婚・非婚化による出生率の低下があげられます。 

      小平町においても、若い世代の未婚率が上昇するとともに、合計特殊出生率も将来人

口を維持するために必要な数値を大きく下回っています。 

このため、結婚から出産、子育てまでのライフステージに応じた支援体制を強化し、

女性が安心して子どもを産みたい、小平町で育てたいと思える環境の整備を図るため、

妊娠期から出産期にわたる不安を解消する様々な相談体制の充実や、子育てを地域全体

で支え、子どもの成長を育む環境づくりに取り組むとともに、女性が地域の中で活躍し、

輝く瞬間を応援するため、子育てと仕事の両立を支援し、地域に見守られ育った子ども

たちが、将来への夢と希望や、まちへの愛着を持ち、やがては地域を担う人材へと成長

することができるまちを共創します。 

 

 

 

政策分野 まちづくりの実現に向けた基本施策 

子育て・教育 

１ 子育て支援の推進 

２ 就学前教育の推進 

３ 学校教育の充実 

４ 社会教育の推進 

５ 生涯スポーツの促進 

６ 芸術文化の振興 

７ 人材教育の強化 
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｜第 3 節｜ 健康で安心して住み続けられるまち 
 

         社会保障の充実・安定化、医学・医療技術の進歩や新技術の導入などにより、人々の健

康寿命が延伸する社会となる中で、町民のだれもが、生涯を通じ、健康で穏やかに、そし

て心豊かな生活を営むためには、一人ひとりがライフステージに応じた主体的な健康づく

りに取り組むとともに、互いが協力し、支え、補い合うことのできる環境を整えることが

重要です。 

このため、町民・地域・行政が連携、協力し、多世代にわたる健康づくりに取り組むと

ともに、子どもから高齢者、また、障がい者の方々や介護が必要な方などが、住みなれた

地域で必要な医療や支援を受けながら生活することができる体制を一層強化するととも

に、特に、社会の一員としていきいきと活躍する元気な高齢者が長年培ってきた知恵や知

識、技術を伝えていく場面や機会を増やし、生涯を通じて健康で活動的な高齢者を応援す

る取り組みを推進し、町民のだれもが、健康で安心していつまでも住み続けたいと思える

まちを共創します。 

 

 

 

政策分野 まちづくりの実現に向けた基本施策 

保健・福祉 

１ 健康づくりの推進 

２ 地域医療体制の確保 

３ 地域福祉の推進 

４ 高齢者福祉の推進 

５ 障がい者福祉の推進 

６ 社会保障制度の充実 
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｜第 4 節｜ 安全で快適に住み続けられるまち 
 

町民が心から安心して、安全かつ快適に住み続けられるまちを将来にわたり、つむい

でいくためには、生活の基盤となる社会・経済インフラの整備がとりわけ重要となりま

す。 

       このため、道路交通網の整備はもとより、生活環境の整備、また情報通信網などの整

備を促進し、快適さの一層の向上を目指すとともに、小平町の恵まれた自然環境の保全

を図るため、町民一人ひとりが、自然の持つ意義とその効果についての理解と認識を深

める中で、大気、水、土壌などの自然環境の保全に取り組み、あわせて、ごみの減量化

や再資源化を推進し、これまで以上にごみの排出量を減らし、地球温暖化を少しでも防

止する取り組みを進めていく必要があります。また、人々の生活に甚大な被害をもたら

した東日本大震災に代表される大地震や局地的な大雨による土砂災害、河川の氾濫など

の大規模な自然災害リスクの高まりや、未成年・高齢者が被害者となるような犯罪の増

加、更には、高齢化に伴う高齢者の交通事故などが懸念されることから、地域の安全は

地域で守るという自助・共助・公助の連携を図りながら、安全で快適に住み続けられる

まちを共創します。 

 

 

 

政策分野 まちづくりの実現に向けた基本施策 

生活環境・ 

生活基盤 

１ 生活インフラ整備の促進 

２ 住環境整備の促進 

３ 環境衛生対策の推進 

４ 消防・防災体制の強化 

５ 防犯体制・交通安全対策の強化 

６ 地域公共交通の維持・確保 

７ 計画的な土地利用の推進 

８ 移住・定住対策の促進 
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｜第 5 節｜ まちの魅力を高める共創のまち 
 

町民のだれもが、個性や能力を発揮し、様々な場面でいきいきと躍動する活力に満ちた

賑わいあるまちづくりを進めるためには、それを下支えする人づくりをはじめ、世代を超

えて受け継がれてきた伝統や文化、営みをこれまで以上に尊重しながら、地域におけるあ

らゆる課題を共に解決する力を高めて行くことが重要です。 

また、人口減少や少子高齢化、価値観の多様化などによる集落機能の低下、さらには、

地域づくりの担い手不足、固定化による住民負担の増加が懸念される中、まちの機能維持

に対する男女の粋を超えた共同参画が求められています。 

このため、町民と行政が互いに協力・連携し、人や地域とのつながりを大切にしながら、

この地域の置かれている状況をハンディと捉えず、力に変え、まちづくりの主役である人

をつくり、時代に即したコンパクトなまちづくりを進めるとともに、地域の実情に応じた

取り組みを継続しつつ、未来志向的かつ独自性と自立性に満ち溢れた魅力的なまち「小平

町」を共創します。 

 

 

 

政策分野 まちづくりの実現に向けた基本施策 

地域社会・行政 

１ 協働のまちづくりの推進 

２ 地域コミュニティ活動の推進 

３ 男女共同参画の促進 

４ 安定的な行財政運営の確立 
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【第 3 章】人口の将来展望 

  2015(平成２７)年１０月に策定した「小平町人口ビジョン」における人口の将来展望は、

小平町総合戦略で掲げた「働きながら住み続けられるまち」・「子どもを産み育てたいと思え

るまち」・「いつまでも安心して住み続けられるまち」・「まちの魅力を高め、住み続けたい、住

みたくなるまち」の基本目標に基づき、子育て支援策や教育環境の充実を図りながら出生率

を上昇させ、年少人口を維持するとともに、働く場を確保し、いつまでも住み続けたいと思

える魅力あるまちづくりを進め、地域を担う若者の定住を促進し、転出者を抑制するための

施策を展開する中で、2040 年の目標人口を２,０４５人と設定しています。 

「第６次小平町総合計画」における目標人口については、「小平町人口ビジョン・総合戦略」 

と連動し、一体的に推進することから、同人口ビジョンの将来人口推計を基に、１０年後の目 

標人口を次のとおり設定します。 

 

 

 

 
 
     ＊ 平成２７(2015)年の人口については、国勢調査人口が確定したため、平成２２(2010)年の国勢調査結果を 

基に推計した小平町人口ビジョンの推計人口と比較して、既に２２人減少している。 
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【第 4 章】第 6 次小平町総合計画の体系図 
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将来像
基本
理念

まちづくりの基本目標
政策
分野

まちづくりの実現に
向けた基本施策

 1　農林業の振興

 2　水産業の振興

 3　商工業の振興

 4　観光の振興

 5　雇用・就労対策の推進

 1　子育て支援の推進

 2　就学前教育の推進

 3　学校教育の充実

 4　社会教育の推進

 5　生涯スポーツの推進

 6　芸術文化の振興

 7　人材教育の強化

 1　健康づくりの推進

 2　地域医療体制の確保

 3　地域福祉の推進

 4　高齢者福祉の推進

 5　障がい者福祉の推進

 6　社会保障制度の充実

 1　生活インフラ整備の促進

 2　住環境整備の促進

 3　環境衛生対策の推進

 4　消防・防災体制の強化

 5　防犯体制・交通安全対策の強化

 6　地域公共交通の維持・確保

 7　計画的な土地利用の推進

 8　移住・定住対策の促進

 1　協働のまちづくりの推進

 2　地域コミュニティ活動の推進

 3　男女共同参画の促進

 4　安定的な行財政運営の確立

生
活
環
境
・
生
活
基
盤

 4　安全で快適に住み続
　　けられるまち

地

域

社

会

・

行

政

 5　まちの魅力を高める
　　共創のまち

人
が
つ
な
が
り
 
未
来
ひ
ろ
が
る
 
共
創
の
ま
ち
 
お
び
ら

つ
む
ぎ
・
つ
な
ぎ
・
つ
た
え
る
　
連
携
の
ま
ち
づ
く
り

産
業
・
経
済

 1　働きながら住み続け
      られるまち

子
育
て
・
教
育

 2　子どもを産み育てた
      いと思えるまち

保
健
・
福
祉

 3　健康で安心して住み
　　続けられるまち
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【第 1 章】働きながら住み続けられるまち 

｜第 1 節｜ 農林業の振興 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町の農業は、肥沃で広大な面積を活かした稲作を中心に、高収益野菜や花きなど、

安全で良質な作物の栽培に取り組んでいますが、農業者の高齢化や後継者不足などによ

り、農家戸数が漸減しています。 

○ 就農人口の減少や高齢化の進行による労働力不足を解消するとともに、多様な農業経

営の形態を確保し、基幹産業の持続性を維持するため、地域に根ざした法人化を進める

必要があります。 

○ 耕作放棄地の再生・利用を進めるため、農業生産基盤の再整備を促進するとともに、

大規模経営体の育成強化を図る必要があります。 

○ TPP 協定や EPA/FTA などによる経済のグローバル化、自由貿易の進展は、地域の

基幹産業に対し、長期的な影響を与えると予想されていることから、的確な情報収集に

努めていく必要があります。 

○ 小平町の畜産は、畜産農家の一貫した取り組みと粘り強い努力によって、全国でも高

い評価を受けていることから、今後も繁殖素牛の計画的な更新を促進するとともに、優

良牛の血統維持を図り、より一層、内外に誇れる「おびら和牛」のブランド化を進める

必要があります。 

○ 森林所有者の不在村化が顕著となり、森林管理が不十分な状況となっています。 

○ 森林の持つ水源かん養機能、治山・治水機能などの公益的機能に対する重要性への理

解を深め、計画的な森林施業を進めるともに、継続的な森林の保護・育成を図る必要が

あります。 
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■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 産地化の促進 

     ▼   小平町の強みである安心安全で良質な農産物の産地化に向けた取り組みを促進しま 

す。 
 

① 消費者ニーズの把握による適正な作付け誘導の実施 

② 直播・無代掻き栽培の技術支援と輪作体系の確立 

③ 高品質米品種の栽培推進 

 

２ 大規模農業経営体の育成強化 

▼  耕作放棄地の再生・利用を進め、持続可能な力強い農業を実現するため、農業生産 

基盤の再整備を促進するとともに、意欲的な担い手への農地集積・集約を進めます。 
 

① 農業経営の法人化の促進（一戸一法人化も含む） 

② 離農地の受け皿組織の育成・設立 

③ 経営体育成基盤整備事業 

 

３ 農地の多面的機能の充実 

▼  農業及び農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、多面的機能支払制度による適 

正な農業生産活動を通じた地域の共同活動や農村生活環境の改善を図ります。 
 

    ① ほ場（大面積化）・用排水施設・暗渠排水等の農業生産基盤の再整備促進 

         ② 多面的機能支払交付金事業 

 

４ 耕畜連携による循環体制の確立 

▼  まちの基幹産業である農業を将来にわたって、守り引き継いでいくため、耕畜連携に 

よる循環体制の確立を図ります。 
 

 ① 繁殖素牛の計画的更新による優良牛の確保 

② 繁殖・肥育を両立した「おびら和牛」のブランド化 

③ 堆肥製造センターで製造した堆肥による土壌改善 

④ 飼養施設の再整備 

⑤ 町営牧場改修事業 
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５ 特産作物栽培及び販売の推進 

▼  特産作物の栽培及び産地化を促進し、ブランド化の確立を図るとともに、販売強化 

を進めます。 
 

① メロン等特産作物のブランド化推進 

② イエスクリーン(�1)・エコファーマー(�2)などの特徴ある生産販売の確立 

③ 観光交流センターを拠点とした特産品の直販強化 

④ 品種を絞った花き栽培 

⑤ 規格外農産物の加工化 

 

６ 担い手の育成と確保 

▼  基幹産業の持続性を維持するため、町や農協などが連携し、担い手の育成・確保を 

進めます。 
 

① 認定農業者の育成 

② 新規就農者への支援 

③ 担い手農家への利用集積の促進 

④ 女性農業者の担い手としての育成 

⑤ JA 青年部等各種組織の活動の支援 

 

７ 営農集団の再構築 

▼  地域の効率的な営農を推進するため、営農集団形態の見直しを進めます。 
    

① 農業者数の減少による営農集団形態の見直し 
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�1 イエスクリーン : 北海道イエスクリ－ン農業推進協議会が認定した「土づくり」を基本とした減農薬・減 

化学肥料（化学肥料と農薬の使用を減らした）、人と環境にやさしい農業をいう。 
 

�2 エコファーマー : 「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に基づき都道府県が認定した 

農業者の愛称をいう。 

 



 

 

  

  

 

８ 適切な森林整備の推進 

▼  森林の公益的機能の発揮を図るため、計画的かつ効率的な森林施業を実施するととも 

に、林道及び作業路の整備拡充を進めます。 
 

① 森林の施業共同化の推進 

② 森林施業の集約化に向けた不在村森林所有者(�)への啓発強化 

③ 民有林を含めた計画的な森林施業の確保 

④ 後継者不足の解消と施業技術向上のための視察・研修・資格取得の奨励 

⑤ 人工造林、間伐等保育管理の促進 

⑥ 林道および基幹作業路の整備促進 

⑦ 町有林整備事業 

⑧ 森林管理道三軒屋線林道開設事業 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

肥育牛の頭数 
６６頭 

（平成 29 年度） 
１００頭 

農地所有適格法人設立数 
３法人 

（平成 29 年度） 
６法人 
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 � 不在村森林所有者 : 所有している森林がある市町村内に居住していない森林所有者のことをいう。  

  

30  

 



第 3 編 

 
 

      

   

基本計画 
 

序 

論 

  

｜第 2 節｜ 水産業の振興 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町の漁業は、ニシン漁の衰退後、タコ・サケ・カレイ・ウニ・ナマコ等を主体とす

る沿岸漁業とホタテの海面養殖漁業を主体に発展してきました。 

○ 漁業就労者の高齢化と労働力不足といった課題は、漁業環境に大きな影響を与えてい

ます。 

○ 近年、地球環境の変化に伴う海水温の上昇により、漁業資源の変動や減少が見られま

す。 

○ 消費者ニーズの変化による魚食離れが進行するとともに、魚価単価の低迷も続いてい

ます。 

○ トド等、海獣による漁業被害が一層深刻な状況となっています。 

○ 燃油や漁業資材の高騰は、漁業経営に深刻な影響を与えています。 

○ 近代化資金制度の活用により、漁家経営の安定化を推進するとともに、販路拡大など

の取り組みを強化する必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 生産基盤の整備促進 

▼  安定的な水揚げを確保するための生産基盤の整備促進を図ります。 
 

① 漁港関連施設等の整備促進 

② 漁組本所移転及び市場改修への支援 

③ 漁場、藻場の造成等 

④ 水産物供給基盤機能保全事業 

⑤ 漁港施設機能強化事業 
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２ 増養殖と資源管理の推進 

▼  水産資源の安定的な確保と供給を図るため、増養殖と資源管理を推進します。 
 

① 養殖施設の整備 

② 資源保護と育成対策の促進 

③ 水産物の高付加価値化（鮮魚類、未利用資源のブランド化） 

④ トド被害防止対策 

 

3 漁業者の確保と育成 

▼  基幹産業の持続性を維持するため、町や漁組などが連携し、担い手の確保・育成を 

進めます。 
 

① 漁業後継者等の確保、育成・支援 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

漁組組合員の減少抑制 
５２戸 

（平成 29 年度） 
４８戸 
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｜第 3 節｜ 商工業の振興 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 高齢化・過疎化の進展、個人消費の低迷や町外への消費流失が依然として続いていま

す。 

○ 町内の商店は、経営者の高齢化、後継者不足といった問題などにより、年々減少傾向

にあります。 

○ 地域住民の日常生活を支援し、地域経済の活性化を図るため、商工会活動への支援を

一層強化する必要があります。 

○ 各種制度資金の活用を支援するとともに、経営体質の強化を図る取り組みを進める必

要があります。 

○ 地元農水産物を活用した商品開発や特産品のブランド化認定制度を確立し、販路拡大

や魅力ある店づくりなどを進めるとともに、交流等のニーズに応える環境整備を図って

いく必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 既存企業等の体質強化 

▼  町内企業等の体質強化を推進するため、各種制度を通じた支援を行います。 
 

① 商工会活動に対する支援 

② 各種支援制度の適正な周知と活用促進 

③ 各種制度資金の活用による経営の体質強化と負担軽減支援策の実施 

④ 地元消費拡大への支援 

⑤ 中小企業振興資金利子補給事業 

 

２ 特産品の開発支援とブランド化 

▼  特産品としての魅力を高め、地域ブランド化を推進するための取り組みを展開します。 
 

① 農水産物を活かした商品開発への支援 

② 特産品のブランド化認定制度の新設 

③ 食・観光資源活性化事業 

 

基
本
構
想 

基
本
計
画 

実
施
計
画 

資
料
編 

 

  

33  

 

      



 

 

  

  

 

3 起業化支援対策の強化 

▼  起業化の促進は、地域経済の活性化及び発展に寄与することから、制度の創設に取 

り組みます。 
 

① 新たな起業者に対する支援の推進 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

新規起業者数 
0 件 

（平成 29 年度） 
３件 
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｜第 4 節｜ 観光の振興 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町は、従来から夏季通過型の観光客を意識して、望洋台キャンプ場・臼谷海水浴

場・おにしかツインビーチ等の施設を整備し、食・観光・情報発信等を組み合わせた観

光戦略を行ってきました。 

○ 近年、観光地としての知名度アップ PR やインバウンド対応策により、当町への観光

客の入込数は増加傾向にあります。 

○ 「高規格幹線道路 深川・留萌自動車道」の全線開通に併せ、当町のさらなる観光資

源を発掘し、国内外のお客様を地域全体でお迎えする体制を整える必要があります。 

○ 道の駅「おびら鰊番屋」及びゆったりかんを中心に、地域資源を活用したイベントや

インバウンド対応策等のさらなる充実強化を図る必要があります。 

○ 小平町の魅力と知名度の向上や誘客の促進を図るため、旅行会社等への積極的な情報

発信を展開していく必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 観光施設の活用強化 

▼  にぎわいの創出空間である観光交流拠点の機能向上を図り、施設の活用強化を推進 

します。 
 

① 道の駅「おびら鰊番屋」及びゆったりかんからの魅力ある情報発信 

② 「おびまる広場」を活用したイベント振興策 

③ 地元食材を活用した「食」の PR 

④ 地元特産品を活用した「町の知名度アップ」PR 

⑤ ゆったりかん改修事業 

⑥ 観光公共施設情報（屋外 Wi-Fi 環境）・環境整備事業（トイレ洋式化） 

⑦ 道の駅イベント広場整備事業 
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２ 観光コンテンツの充実 

▼  小平町を訪れる観光客の満足度を高めるため、ニーズに応じた観光コンテンツの充 

実を図ります。 
 

       ① インバウンド等対応施策及び施設整備 

② 既存施設等を活用した体験プログラムの商品化 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

国内観光客入込数 
１８７,７００人 

（平成 29 年度） 
２００,０００人 

国外観光客入込数 
  １,８００人 

（平成 29 年度） 
    ３,０００人 
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｜第 5 節｜ 雇用・就労対策の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 町内における雇用の現状は、小規模事業所がほとんどであり、町民の要望には十分応

えられていない状況にあります。 

○ 若者やＵ・Ｉ・Ｊターン者の定住に向けた雇用の場を確保することが求められていま

す。 

○ 安定的な雇用の創出を図るため、既存産業の振興策を積極的に推進する必要がありま

す。 

○ 地域人材開発センターなどの関係機関と連携し、職業能力の開発を促進するとともに、

勤労者が安心して就労できる環境づくりに努めていく必要があります。 

○ 町内での起業・創業を支援し、将来的な地域雇用や地域活性化につなげる取り組みを

進める必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 雇用の創出と人材の確保 

▼  多様な働き手の就業支援と就業環境の整備、改善を図ります。 
 

① 地元企業の育成支援 

         ② 新規起業・創業の支援 

③ 地域人材開発センターと連携した職業能力の開発 

④ 技能講習会等の支援 

⑤ ハローワーク等と連携した情報の提供 

⑥ 企業の勤務体制の改善と福利厚生の充実 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

新規創業・起業に伴う雇用者数 
０人 

（平成 29 年度） 
６人 
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【第 2 章】子どもを産み育てたいと思えるまち 

｜第 1 節｜ 子育て支援の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 核家族化や共稼ぎ世帯の増加、またライフスタイルの変化や価値観の多様化など、子

ども・子育てを取り巻く環境が大きく変化しています。 

      ○ 小平町では、平成２７年度に「子ども・子育て支援事業計画」を策定、推進する中で、

安心して子どもを産み、育てたいと思えるまちづくりに取り組んでいます。 

      ○ 女性の社会進出が進む中、子育てと仕事の両立を支援するため、子育てを地域全体で

支え、子どもの成長を見守る環境づくりを進める必要があります。 

      ○ 妊娠期から出産期にわたる不安を解消するため、各種母子保健事業を通じたきめ細か

い支援が求められています。 

      ○ 障がいを持つ子の育児や医療など、社会的な支援を必要とする子どもや子育て世帯に

対する適切な対応が必要となっています。 

○ 社会的・経済的な負担が大きいひとり親家庭に対する支援が必要となっています。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 子ども・子育て支援事業の推進 

▼  安心して子どもを産み育てることができるよう、子ども・子育て支援事業及び各種 

児童福祉施策の推進を図ります。 
 

① 保育サービスの充実 

② 子育て支援サービスの充実 

        ③ 子育て支援ネットワークの構築 

 ④ 乳幼児医療費の無償化 

⑤ 子育て世帯ごみ廃棄支援事業 

⑥ 児童虐待防止対策の推進 

⑦ 障がい児施策の充実 

⑧ ひとり親家庭の自立支援の推進 
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２ 母子保健事業の推進 

▼  母と子どもの健康確保及び増進を図るため、ライフステージに応じた各種支援を行 

います。 
 

 ① 不妊治療費等助成事業の実施 

② 妊娠期の支援体制の充実 

③ 妊婦健康診査等の費用助成 

④ こんにちは赤ちゃん訪問事業の実施 

⑤ 乳幼児期の健診及び支援体制の充実 

⑥ 発達相談の体制と支援の充実 

⑦ 育児相談体制、情報提供の充実 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

３・４か月児健診受診率 
１００％ 

（平成 28 年度） 
１００％ 

１歳６か月児健診受診率 
８８.２％ 

（平成 28 年度） 
９４.１％ 

３歳児健診受診率 
９３.８％ 

（平成 28 年度） 
１００％ 
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｜第 2 節｜ 就学前教育の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町では、３歳未満児の保育を対象とした認可外保育施設を運営しているほか、民

間の認可外保育施設、町外の保育施設を活用しながら、就学前幼児の適正な保育向上に

努めています。 

      ○ 町内２箇所に幼稚園を配し、集団での生活や遊びを通じて、就学前幼児一人ひとりの

個性を伸ばし、社会性や自立性を育てる教育・保育活動に取り組んでいます。 

○ 核家族化や共稼ぎ世帯の増加、女性の社会進出が進む中、遊びを通じて学ぶといった

子どもの活動機会を促進し、子育て世帯の時間的・精神的負担の軽減を図る取り組みが

必要となっています。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 多様な保育サービスの充実 

▼  子育てニーズに対応した多様な保育サービスの充実を図ります。 
 

① 認可外保育施設における幼児保育の充実 

② 幼稚園における幼児教育の充実 

③ 広域保育の実施 

④ 預かり・延長保育の実施 

 

２ 保育施設環境の充実 

▼  安心・安全な施設環境を整えるため、保育施設の計画的な更新を進めます。 
 

① 老朽化した幼稚園施設の適切な維持管理と改修 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

小平幼児センターの待機児童数 
１人 

（平成 29 年度） 
０人 

おにしかこども園の待機児童数 
０人 

（平成 29 年度） 
０人 
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｜第 3 節｜ 学校教育の充実 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町では、地域の特色ある教育や多様な体験学習などを通じて、心の豊かさと自ら

学ぶ力を育てる学校教育の推進に努めています。 

○ 子どもたちを取り巻く環境がめまぐるしく変化する中、教育が担うべき役割や範囲も

多様化、高度化しています。 

○ 子どもたち一人ひとりが持つ個性を大切にしながら、楽しく学び合うことができる、

潤いと魅力ある教育環境づくりが求められています。 

○ 子どもたちの確かに生き抜く力を育むとともに、生涯にわたり、何事にも果敢に取り

組む向上心を持ったまちの未来を担う人材を育てていくことが大切です。 

○ 平成３０年度からの小平町教育振興基本計画に基づき、地域における教育の実情と課

題を踏まえ、家庭・地域・学校・幼稚園が相互に連携を図り、学力・体力の向上に取り組

む必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 小平の未来を拓く人材の育成 

▼  まちの未来を託す人材を育成するため、児童生徒一人ひとりの能力に応じたきめ細 

やかな教育を推進します。 
 

① 確かな学力を育む取り組みの充実 

② 外国語活動の充実 

③ 児童生徒個々に応じた学びの支援（特別支援教育等） 

④ キャリア教育の充実 

⑤ 特色ある幼稚園運営の推進 

 

２ 豊かな心と健やかな体の育成 

▼  心の豊かさと生き抜く力を醸成するため、道徳教育や人権教育の充実を図ります。 
 

         ① 道徳教育の充実 

② 読書活動の充実 

③ 食育の推進 

④ 体力・運動能力の向上 

⑤ いじめや非行の未然防止対策の推進 
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3 魅力ある学校づくりの推進 

▼  安心・安全な施設環境を整えるため、老朽施設や設備等の計画的な更新を行うほか、 

情報化社会に対応した人材育成を図るため、ICT 教育を推進します。 
 

① 小・中学校施設の改修 

② スクールバス、給食運搬車の更新 

③ ICT 環境の整備 

④ 校務支援システム導入による事務作業の軽減 

⑤ 学校給食施設の改築 

⑥ 教員住環境施設の整備 

 

4 地域全体で学びを支える体制づくり 

▼  地域・学校・行政が連携、協働しながら、子どもたちの成長と学びを支える体制の 

強化を図ります。 
 

① コミュニティスクールの推進 

② 学校支援地域本部事業の推進 

③ 小中連携教育の推進 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

給食地元食材活用事業 
使用率４０％ 

（平成 28 年度） 
使用率６０％ 

学力向上の推進 

小学校：概ね全国平
均を上回る 

中学校：  〃 
（平成 28 年度） 

小中学校ともに全国
平均を上回る 

体力向上の推進 

小学校：概ね全国平
均を下回る 

中学校：  〃 
（平成 28 年度） 

小中学校ともに全国
平均を上回る 
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｜第 4 節｜ 社会教育の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 人・モノ・カネ・情報の移動範囲が世界的となり、政治、経済等、様々な分野での境界

線がなくなるグローバル化が進んでいる現在、教育に関する課題も複雑化、多様化して

います。 

○ 少子高齢化、核家族化により家庭における教育力、世代をこえた教育力が低下してい

る状況が見受けられます。 

○ 急激に進む過疎化により、地域社会の結びつきが弱まるなど、地域における教育力の

低下等が懸念されます。 

○ 数次にわたり樹立している小平町社会教育中期計画などの着実な実施により、個々人

が社会の中で自立し、他者と連携しながら、生きる力を身に付け、地域の課題解決を担

う力を身に付けていくための事業展開を図る必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 家庭及び地域の教育力強化の推進 

▼  幼少期から豊かな心を育むために、自己肯定感の醸成、他者への思いやり、豊富な 

コミュニケーションを育むための事業を展開します。 
 

① 世代をこえた町民同士の学習機会の充実化 

② 子育て世代と地域住民が一体となった学習機会の拡充 

③ 児童・生徒の地域社会への参画体験事業の拡充 

④ 子育て相談の担い手の発掘 

⑤ 豊かな地域人材の育成と発掘 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

放課後子ども教室参加者数 
通年延３０８名 

（平成 28 年度） 
通年延３１０名 

家庭教育支援関係事業参加率 
対象児の７１％ 

（平成 28 年度） 
対象児の８０％ 

学習の場の開設運営支援数 
－ 

（平成 28 年度） 
１件 
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｜第 5 節｜ 生涯スポーツの推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町では、海洋センターをはじめ、パークゴルフ場やスキー場などが整備されてお

り、少年団や各種体育団体などを中心に、活発なスポーツ活動が行われています。 

○ スポーツは、健康増進や体力向上に不可欠ですが、定期的な運動機会の減少により、

大人をはじめ、子どもたちの体力低下などが懸念されています。 

○ 少子高齢化の進展に伴い、児童生徒から現役世代までのスポーツ人口が減少しており、

幼少期や学童期からスポーツの楽しさを学ぶ事が重要となっています。 

○ 幼稚園・学校・スポーツ推進委員が連携したスポーツ教室の開催や指導者の確保など、

誰もが気軽にスポーツを楽しむことができる環境づくりが必要です。 

○ 高齢者の健康維持のため、ウォーキングを始めとする軽スポーツの振興を図るなど、

健康寿命の延伸に向けた取り組みも必要となっています。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ スポーツの振興と活動団体の育成 

▼  スポーツ活動をより一層推進するため、活動団体の育成、支援を行います。 
 

① 活動団体への支援 

② 活動団体の連携促進 

③ 各種スポーツ指導者の育成・確保 

 

２ 生涯スポーツの推進 

▼  町民のだれもが楽しみながら健康づくりや仲間づくりができるよう、生涯スポーツ 

の普及促進を図ります。 
 

① スポーツを通じた健康増進事業の推進 

② 各種スポーツ大会等の開催支援 

③ 各種スポーツイベントに関する情報発信の強化 

④ スポーツ施設の適正な維持管理 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

スポーツ活動団体数 
少年団  ６団体 
一 般 １１団体 
（平成 28 年度） 

少年団  ６団体 
一 般 １１団体 

海洋センター施設の利用者数 
１３,７４５人 

（平成 28 年度） 
１４,１００人 
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｜第 6 節｜ 芸術文化の振興 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町では、文化に関する様々な団体やサークルが、幅広く活動しており、芸術文化の

振興に大きく貢献していますが、会員の高齢化や固定化などにより、新たに文化協会に加

入する団体が少ない状況となっています。 

○ 各公民館サークルについても、特に若年層の加入者がいないため、サークル自体の維持、 

存続も困難な状況になりつつあります。 

○ 小平町では、優れた芸術文化の鑑賞機会を提供するため、サポーターズクラブが主催す 

る公演を開催するなど、町民が文化の香りに親しむ機会の拡充に取り組んでいます。 

○ 古くから地域に伝わる伝統文化は、長い年月をかけて作り上げられ、伝承されてきた大 

切な地域資源ですが、保存・伝承に不可欠な若年層が少ないことから、新たな担い手の掘 

り起こしが必要となっています。 

○ 文化財は、先人の様々な営みの中で残されてきた郷土の財産であることから、今後もそ 

の価値を維持するための適切な保存と新たな活用策が必要です。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 芸術・文化活動の推進 

▼  共通の話題や趣味の活動を通じ、生きがいや楽しみを持って生活していくことがで 

きる原動力となるよう取り組みを推進します。 
 

① 各種団体やサークルの育成と活動支援 

② 優れた芸術文化に触れる機会の提供 

 

２ 文化財の保存・活用の推進 

▼  先史時代からの遺跡や歴史ある文化財を後世に伝えるために必要な事業を展開しま 

す。 
 

① 重要文化財施設等の計画的な補修及び整備 

② 歴史的文化財及び資料の適切な保存と活用 

③ 郷土芸能等の保存・伝承並びに新たな担い手の確保 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

舞台芸術鑑賞事業観覧者数数 
延べ５２８人 

（平成 28 年度） 
延べ６００人 

旧花田家番屋入り込み数 
９,２２８人 

（平成 28 年度） 
１０,０００人 

町民文化祭参加者数 
４１３人 

（平成 28 年度） 
４２０人 

幼児及び児童生徒芸術鑑賞事業 年間 各１回 年間 各１回 
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｜第 7 節｜ 人材教育の強化 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町では、進学や就職でふるさとを離れる若者が多く、その数は若年層を中心に顕

著となっています。 

○ ふるさとへの愛着と誇りを育むためには、幼少期からの体験活動や文化・スポーツ活

動などを通じて地域の人々と関わり合い、ふるさとを思う心や人を思いやる心を育てて

いく必要があります。 

○ 進学や就職で小平町を離れた子どもたちが、再び故郷へ戻り、身に着けた知識や経験

を活かし、これからのまちづくりに貢献するといった循環を生む仕組みづくりが必要で

す。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ ふるさと教育の推進 

▼  学校教育と社会教育が一体となったふるさと教育を強化し、将来のまちづくりの 

担い手確保とその育成に取り組みます。 
 

① ふるさと教育関連事業の推進 

② 学校授業時の地域人材の活用推進 

③ ふるさとへの愛着と誇りを育む環境の醸成 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

ふるさと教育関連事業数 
小学校３３事業５４回 
中学校 ５事業 ８回 

（平成 28 年度） 

小学校３５事業６０回 
中学校 ５事業１０回 
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【第 3 章】健康で安心して住み続けられるまち 

｜第 1 節｜ 健康づくりの推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 介護や看護を受けずに自立して長生きするという「健康寿命」を延ばすためには、寝

たきりなど要介護状態の主な原因である生活習慣病の予防が引き続き重要な課題です。 

○ 小平町でも、がん・心疾患・脳血管疾患など生活習慣に起因する疾患が主な死亡要因

であり、国民健康保険財政の健全化の観点からも生活習慣病予防が大きな課題となって

います。 

○ 生活習慣病を防ぐには、関係機関が連携し、日常における個人の生活習慣の見直しや

積極的な体力づくり、定期的な健康診断や検査、病状の適切なコントロールによる重症

化の予防を図るとともに、特定健康診査受診率及び保健指導実施率の目標値達成に向け

た着実な取り組みを継続していく必要があります。 

○ 喫煙習慣についても、がん・心疾患・脳血管疾患のリスクを高めると言われており、

小平町における喫煙者の割合も、北海道の平均よりも高位にあるため、禁煙支援の必要

性が高まっています。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 健康づくり体制の整備 

▼  健康寿命を延ばすための、各種検診などを通じた健康づくりに対する意識の高揚を 

図ります。 
 

① 特定健康診査及び各種がん検診の受診勧奨の継続 

② 保健指導対象者などへの支援充実 

③ 喫煙者に対する禁煙指導及び支援の充実 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

健康寿命の延伸 
男性 ６５.１歳 
女性 ６６.６歳 
（平成 28 年度） 

男性 ６５.２歳 
女性 ６６.８歳 

喫煙率 
男性 ２７.７％ 
女性  ７.９％ 
（平成 28 年度） 

男性 ２５.０％ 
女性  ６.０％ 
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｜第 2 節｜ 地域医療体制の確保 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町の医療機関については、町立の内科診療所と歯科診療所が各２箇所あり、地域

の第１次医療を担っていますが、近年、地域医療のあり方が全国的な課題となっており、

特に面積の広大な北海道では医師の確保が深刻な問題になっています。 

○ 健康への関心が高まる中、町立診療所は、町民の健康増進と福祉向上のために住民の

ニーズを的確に把握し、信頼される「かかりつけ医」として、今まで以上に、より良質

な医療の提供が図られるよう努める必要があります。 

○ 町民の安心に資する地域医療を確保するため、診療所経営の健全化を図るとともに、

施設及び医療機器の導入、更新についても計画的に行っていく必要があります。 

○ 町民に対し、安定した医療を提供するため、一次医療体制機能の継続的な整備ととも

に、専門性の高い二次救急医療圏域体制との安定的な連携を確保する必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 医療サービスの充実 

▼  最適な医療サービスを推進するため、保健・医療の環境整備と体制強化を図ります。 
 

① 第一次医療の機能充実 

② 第二次救急医療圏域体制の確保、充実 

③ 総合病院、専門病院等との医療連携の強化 

④ 検診・予防活動等の充実 

⑤ 施設の整備、医療機器の計画的な更新および導入 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

内科診療所の確保 
２箇所 

（平成 29 年度） 
２箇所 

歯科診療所の確保 
２箇所 

（平成 29 年度） 
２箇所 
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｜第 3 節｜ 地域福祉の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 少子高齢化や女性の社会進出、またライフスタイルや価値観の多様化などにより地域

社会が大きく変化し、町民同士のつながりも薄れてきています。 

○ 町民の誰もが住みなれたまちで、安心していきいきと暮らし続けるためには、地域の

つながりを深め、支え合い、助け合える環境の整備が必要です。 

○ これまでボランティアや町内会活動などにより、地域福祉行政を支えてきた方々が高

齢化してきており、今後においても一層拍車がかかると予想されることから、次世代の

新しい地域福祉の担い手の確保・育成が大きな課題となっています。 

○ 小平町では、社会福祉協議会や民生委員・児童委員などが中心となり、地域福祉活動

を推進していますが、より一層、自助・共助・公助の連携の下、地域での支え合い、助け

合いによる仕組みの維持・強化が求められています。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 地域福祉ネットワークの充実強化 

▼  地域福祉を支える社会福祉協議会や民生委員・児童委員などの活動を支援・強化し 

ます。 
 

① 社会福祉協議会の組織強化と機能充実 

② 社会福祉協議会を中心とした各関係機関・ボランティア組織等との連携強化 

③ ボランティア組織等の育成と確保 

④ 民生委員・児童委員等の相談体制および相談員の活動強化 
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２ 地域福祉の推進 

▼  地域福祉の理念や活動の重要性についての意識の高揚・啓発を図ります。 
 

① 町民の福祉向上に向けた啓発の強化 

② ボランティア活動の紹介や情報の提供 

③ 各種福祉資金貸付制度の周知および有効活用 

④ 生活困窮者等に対する生活保護制度の的確な運用 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

生活支援員の登録者数 
１人 

（平成 29 年度） 
２人 
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｜第 4 節｜ 高齢者福祉の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 全国的に少子高齢化が進む中、小平町の高齢化率は４０％台に近づいてきており、全

国平均をはるかに上回っている状況にあります。 

○ 人口減少とともに、介護を必要とする高齢者の数は徐々に減少していきますが、その

割合は、少子高齢化により今後も増加していくことが予想されます。 

○ 超高齢化社会を活力のある長寿社会とし、一億総活躍社会を実現していくためには、

元気な高齢者の就労や趣味の活動、交流などを通じた社会参加を積極的に支援していく

必要があります。 

○ 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した生活を営むことができるよう、介護、

医療、住まい、生活支援、介護予防などの支援が一体的に提供される「地域包括ケアシ

ステム」の構築に取り組む必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 介護予防事業の充実 

▼  高齢者が住みなれた地域で安心して暮らせるよう、介護予防事業の展開を図るとと 

もに、地域包括ケアシステムの構築を図ります。 
 

① 高齢者が生きがいをもてる生活の支援 

② 特別養護老人ホームの機能の充実 

③ 地域包括支援センターの充実・強化 

④ 在宅医療・介護連携の推進 

⑤ 認知症施策の充実 

⑥ 生活支援サービスの充実 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

要介護認定率の低下 
２０.５％ 

（平成 29 年度） 
２０.０％以下 

介護予防・日常生活支援総合事業利用者数 
２０人/月 

（平成 29 年度） 
４０人/月 
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｜第 5 節｜ 障がい者福祉の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町が 1987(昭和６２)年１２月に「福祉のまち」宣言を行ってから３０年が経過

し、知的障がい者福祉施設や北海道小平高等養護学校が立地する中、地域においても障

がいのある人を受け入れ、ともに暮らしていく姿が自然にみられるようになりました。 

○ 2013(平成２５)年４月１日に施行された「障害者総合支援法」のもと、障がいを持つ

人が今後も自立した生活を送ることができるよう、障がい者への正しい理解を深め、一

層積極的に地域社会への参加を促す環境づくりが必要です。 

○ 障がい者が生きがいをもって働ける雇用・就労の場の支援や入所支援施設・就労支援

施設・グループホーム等関連施設への支援に引続き努めていく必要があります。 

○ 2016(平成２８)年４月１日に施行された「障害者差別解消法」基づき、障がいのある

方への差別をなくすことで、障がいのある方もない方も共に生きる社会をつくることを

目指すことが求められています。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 障がい者の地域生活支援 

▼  障がい者が安心して暮らせるよう、日常生活支援などの各種サービスの提供を行う 

とともに、障がい者の積極的な社会参加を支援します。 
 

① 障がい者の自立と社会参加の促進 

② 居宅介護サービスの充実 

③ 機能回復訓練等の充実 

④ 相談支援業務の充実 

 

２ 障がい者機関との連携強化 

▼  障がい者を支える環境づくりを推進するため、関係機関との連携強化を図ります。 
 

① 障がい者関連施設との連携強化 

② 障がい者団体および障がい者ボランティア組織との連携強化 
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3 「障害者総合支援法」に基づく適正な制度運用の促進 

▼  「障害者総合支援法」に基づき、制度の適正な運用を図ります。 
 

① 各種給付事務の適正な執行 

② 既存の入所支援施設・就労支援施設に対する支援 

③ 居住場所の充実のための社会福祉法人等の事業拡大の支援 

④ 障がい者雇用の推進 

⑤ 障がい者虐待防止対策の強化 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

地域生活支援拠点施設等の整備 
０箇所 

（平成 29 年度） 
１箇所 

 

 

序 

論 

基
本
構
想 

基
本
計
画 

実
施
計
画 

資
料
編 

         

  

62  

 



第 3 編 

 
 

      

   

基本計画 
 

序 

論 

  

｜第 6 節｜ 社会保障制度の充実 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 国民健康保険は国民皆保険制度の中核として、地域医療の確保と住民の健康増進に極

めて重要な役割を担っていますが、更に安定的な財政運営や効率的な事業を確保するた

め、平成３０年度からは、都道府県が財政運営の責任主体となり、国民健康保険の運営

に中心的な役割を担っています。 

○ 今後市町村は、地域住民との身近な関係において、資格管理、保険給付、保険税率の

決定、賦課・徴収や医療に関する相談・指導等の保健活動の取組強化や早期治療のため

の特定健診等の奨励、後発医薬品の普及のほか、医療費の適正化対策を推進して、引続

き国民健康保険事業の安定した運営を行っていきます。 

○ 介護保険事業は、高齢化の進行によるサービス需要の増加や、保険料が上昇していく

と予想されますが、サービスの安定給付を図るため、介護認定を適正・効率的に行うと

ともに、制度のしくみ、保険料の納付について正しく理解をしてもらえるよう努めてい

く必要があります。 

○ 後期高齢者医療制度は、都道府県単位で運営されていることから、将来にわたり医療

制度が持続可能なものとなるよう他の市町村や道とも連携し、適正に運営されるよう協

力しながら進める必要があります。 

○ 国民年金は、社会保障制度の基盤であり、老後の生活を経済的に支える大切なもので

すが、景気の低迷や産業、就業構造の変化、少子高齢化の進行などにより、加入者は、

国民年金制度の将来に対して不安感をもっています。 

○ 国民年金は、社会的な世代間扶助のしくみへの参加であることから、今後も国民年金

制度の重要性を正しく理解してもらうための啓発活動に努め、各種手続きの相談業務等

の充実を図っていく必要があります。 

 

 

基
本
構
想 

基
本
計
画 

実
施
計
画 

資
料
編 

 

  

63  

 

      



 

 

  

  

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 国民健康保険事業の適正な運用 

 ▼   制度周知による理解を深め、保険税の収納率を高めるとともに、国民健康保険制度 

の都道府県単位化についても、適切な対応を図ります。 
 

① 国民健康保険制度への正しい理解のための周知 

② 各種検診の適正な実施 

③ 特定健康診査および特定保健指導の実施 

④ 早期治療、適正受診による重大疾病への移行防止 

⑤ 医療費の適正化対策、及び後発医薬品普及対策の実施による医療費の抑制 

⑥ レセプト点検体制の充実 

⑦ 保険税収納対策の推進 

 

２ 介護保険事業の適正な運用 

▼  制度周知による理解を深めるとともに、保険料の収納率向上と併せ、事業の適正な 

運用を図ります。 
 

① 介護保険制度の重要性の啓発 

② 介護認定事務の適正かつ効率的実施の推進 

③ 保険料収納対策の推進 

 

３ 後期高齢者医療制度の適正な運用 

▼  制度周知による理解を深めるとともに、保険料の収納率向上と併せ、事業の適正な 

運用を図ります。 
 

① 資格管理と医療給付に関する事務の執行 

② 保険料収納対策の推進 

 

４ 国民年金制度の周知・啓発 

▼  国民年金制度に対する不安感を払拭するため、制度に対する正しい理解を得るため 

の周知・啓発を継続して行います。 
 

① 国民年金制度の重要性の啓発 

② 各種手続きの執行と相談業務の推進 
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【第 4 章】安全で快適に住み続けられるまち 

｜第 1 節｜ 生活インフラ整備の促進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町では、国道及び道道の強靭化、整備促進に関する継続的な要望活動を行ってい

るほか、町道の計画的な整備や維持管理、橋梁の長寿命化、冬季間の除排雪、また、上

下水道施設の維持整備など、住民生活を支える社会基盤の整備を着実に進めています。 

○ 町道は、住民の生活環境向上と産業振興のうえで大変重要なものであることから、安

全で安心な道路サービス提供やライフサイクルコスト(�1)の縮減等を図るために、定期

的な点検を実施し、大規模な補修に至る前の予防策を講じる必要があります。 

○ 下水道処理場等の施設は、供用開始から１５年以上が経過し、施設の老朽化が懸念さ

れるため、平成２９年度に策定した下水道ストックマネジメント(�2)基本計画に基づき、

2020 年度より小平地区の施設から優先的に更新を進めていきますが、鬼鹿地区におい

ても、同様の施設があることから、事業費を平準化し計画的な更新を行っていく必要が

あります。 

○ 上水道の浄水場等施設は、供用開始から３５年以上が経過しており、施設及び設備等

の老朽化が著しいことから、施設等の機能を停止することなく水道水を供給するため、

上水道施設更新基本計画に基づき、2020 年度より町内２箇所の浄水場を統合し、新し

い浄水場の整備を計画していますが、同時期に下水道施設の更新もあるため、事業費を

平準化し計画的に行っていく必要があります。 

○ 上下水道の料金収入が、人口減少により年々減少してきており、こうした傾向は今後

も続くと予想されることから、施設の更新も考慮しながら、事業の安定経営に向けた料

金の見直しを検討する必要があります。 

○ 情報化社会の進展に伴うインターネットなどの情報通信環境は、今や日常生活をはじ

め、経済・産業活動など、様々な分野において欠かせないものとなっていますが、小平

町における光回線サービス及び ADSL サービスの提供は、一部の地域に限られているこ

とから、地域内の情報格差を解消するための情報通信基盤の整備が求められています。 
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     �1 ライフサイクルコスト : 企画・設計から維持・管理・廃棄に至る過程で必要な経費の合計額をいう。 

   �2 ストックマネジメント : 構造物や施設の機能診断に基づく機能保全対策の実施を通じて、既存施設の 

有効活用や長寿命化によるライフサイクルコストを低減するための技術体系 

及び管理手法の総称。 

 



 

 

  

  

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 生活道路網の整備促進と維持管理 

▼   町民の安心安全な生活に資するよう、国道及び道道の整備促進等にかかる継続的な 

要請及び町道の計画的な維持修繕並びに橋梁の長寿命化を進めます。 
 

① 一般国道２３２号強靭化対策の継続要請 

② 道道苫前小平線・道道小平幌加内線整備促進等の継続要請 

③ 道道大椴線・道道田代港町線道路改良等の継続要請 

④ 町道における道路改良等の整備及び維持管理の継続 

⑤ 国道及び道道並びに町道の橋梁架け替え・長寿命化修繕事業の実施 

 

２ 上下水道施設等の計画的な更新と維持管理 

▼  水道水の安定供給並びに適切な排水処理による清潔で快適な生活環境を維持するた 

め、上下水道施設の計画的な更新及び維持管理に努めます。 
 

① 下水道ストックマネジメント基本計画に基づく計画的な老朽化施設の更新 

② 上水道施設更新基本計画に基づく計画的な老朽化施設の更新 

③ 事業の安定経営に向けた上下水道料金適正化の推進 

 

３ 多様なニーズに対応した情報通信基盤整備の推進 

▼  地域内の情報格差を解消するため、情報通信基盤の整備促進に向けた働きかけを行 

います。 
 

① 光回線サービス等の提供エリア拡大の検討 

② 個人情報漏洩防止のための情報セキュリティ対策の強化 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
   

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

橋梁長寿命化修繕橋梁数 
９箇所 

（平成 29 年度） 
２５箇所 

有収率 (上水道) 
７６.０％ 

（平成 28 年度） 
８２.０％ 

公共 Wi-Fi 環境の整備箇所数 
4 箇所 

（平成 29 年度） 
5 箇所 
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｜第 2 節｜ 住環境整備の促進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町の公営住宅は、全管理戸数３２８戸のうち、１１１戸が耐用年数を超えている

ほか、２４４戸が耐用年数の２分の１を超過している状況にあります。 

○ 今後、早期の建替えや計画的な修繕、改善により、公営住宅等の長寿命化を図り、安

全で快適な住まいを長期間にわたって確保するため、小平町公営住宅等長寿命化計画に

基づき、将来の需要等を踏まえた効率的で効果的なストックマネジメントを進めていく

必要があります。 

○ 人口減少が進行する中、今後も増加が懸念される空き家等の対策については、防災・

防犯・環境衛生の観点から、町内に点在する空き家等の実態を把握し、その利活用や除

却等について、空家等対策計画を策定し、適切に対応する必要があります。 

○ 住宅の新築や改修に係る費用の助成事業を継続し、住環境の一層の向上を図るととも

に、町内定住を促すための取り組みを進める必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 公営住宅の長寿命化及び適正管理の促進 

▼  小平町公営住宅等長寿命化計画に基づき、町民が快適に暮らすことができるよう、 

公営住宅の適正な管理を進めます。 
 

① 公営住宅の計画的な更新及び改修事業 

 

２ 住環境整備の促進 

▼  町内定住を促すための各種事業を展開し、町民の住環境向上を図ります。 
 

① 住宅新築等助成事業 

② 住環境整備費助成事業 

③ 移住体験用住宅の利用促進 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

公営住宅の改修戸数 
８戸 

（平成 29 年度） 
８９戸 

住宅新築等の助成件数 
５件 

（平成 28 年度） 
１０件 

住環境整備費の助成件数 
１９件 

（平成 28 年度） 
５０件 

移住体験用住宅入居者数 
－ 

（平成 28 年度） 
５人 
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｜第 3 節｜ 環境衛生対策の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町のごみ処理は、現在、留萌南部衛生組合による広域連携の中で、一般廃棄物処

理計画に基づき、計画的な処理が行われていますが、今後も構成市町の連携協議のもと、

施設等の適正な維持管理に努める必要があります。 

○ 人口減少等の影響により、ごみの処理量は減少傾向にありますが、一層のごみ減量化

を進めるため、排出ルールの徹底など、町民への啓発活動に取り組むとともに、高齢者

や障がい者等の世帯における分別排出が難しい世帯に対しても、分別排出の支援を継続

する必要があります。 

○ ごみの不法投棄は、パトロールなどの対策を施しても減少する傾向にないことから、

今後もパトロールを継続し、関係機関との連携を図りながら、不法投棄の抑止、防止の

啓発活動に取り組む必要があります。 

○ 小平町の緑豊かで美しい自然を守り、次代へ引き継ぐため、町内会及び各団体の協力

による一斉清掃の実施や海岸清掃などの環境美化運動を推進し、自然環境の保全及び地

球温暖化防止につながる取り組みを継続的に続けていく必要があります。 

○ 公共下水道は、計画区域全ての整備が完了し、水洗化率は７９％台となっており年々

増加していますが、今後も公衆衛生の向上や健康的で快適な生活環境づくりのために水

洗化の普及促進に取り組むとともに、合併処理浄化槽の設置についても、河川や海の水

質保全を図る観点から、今後も計画的な整備事業の促進を図る必要があります。 

○ 小平町のし尿収集は、一般廃棄物収集運搬許可業者が実施しており、し尿の処理につ

いては、留萌南部衛生組合に加入して行っていますが、施設の老朽化や公共下水道の普

及による搬入量の減少など、今後は施設のあり方を含め検討を進めていく必要がありま

す。 

○ 町有墓地については、町民の需要に対応可能な状況と考えられますが、今後は墓地使

用者の高齢化や町外への転出などにより、返還される区画が増えることが予測されるた

め、町有墓地の有効な活用と周辺環境の整備に努める必要があります。 
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■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ ごみ減量化対策の推進 

▼   ごみの適正な収集・処理に向け、分別排出の徹底、ごみの減量・リサイクル化を一 

層推進します。 
 

① 留萌南部衛生組合施設の計画的整備と安定運営の推進 

② ごみの分別排出の周知徹底 

③ 一般廃棄物分別処理事業の推進 

④ 不法投棄防止啓発看板の設置及びパトロール強化 

 

２ 環境保全対策の推進 

▼  豊かな自然環境を、まちの大切な財産として次代に引き継ぐため、町民の環境保全意 

識の高揚を図ります。 
 

① 環境保全活動の推進 

② 公共下水道の普及促進 

③ 合併処理浄化槽の普及啓発 

④ 地球温暖化防止に関する施策の取り組み強化 

⑤ し尿処理施設の安定的な稼動の確保 

⑥ 町有墓地施設の適正管理の推進 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
   

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

町民一人あたりごみの年間排出量 
２５２kg 

 （平成 29 年度） 
２４５Kg 

一般廃棄物分別処理事業利用世帯数 
１２世帯 

（平成 29 年度） 
１５世帯 

公共下水道水洗化率 
７９.５％ 

（平成 28 年度） 
８２.５％ 

合併処理浄化槽設置数 
１基 

（平成 29 年度） 
３基 
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｜第 4 節｜ 消防・防災体制の強化 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町の消防組織は、留萌消防組合小平消防署が行う常備消防と、小平消防団（小平・ 

鬼鹿・達布の各分団で構成）による非常備消防で構成されており、火災や救急救助及び

自然災害等に備えた消防・防災体制を整えています。 

○ 消防団については、火災をはじめ、災害発生時に大きな役割を担っていますが、今後、 

団員の高齢化が進むことから、団員数を安定的に確保していくことが重要な課題となっ

ています。 

○ 現在配備されている消防車両や資機材、また消防署庁舎をはじめとする各種の消防施

設は、消耗や老朽化が著しいことから、町民の生命と財産を守る拠点施設、設備等の計

画的な更新及び改修等が必要となっています。 

○ 近年、大型の台風や大雨、それに伴う河川の氾濫、また巨大地震や火山の噴火など、

自然災害の発生による被害が頻発しており、小平町においても、津波や水害、土砂災害

など、様々な災害が想定されることから、地域防災計画や津波避難計画、新たな津波浸

水想定に基づいたハザードマップなどにより、防災対策の強化を進めているほか、大規

模な災害時に備え、関係機関との各種協定締結や協力体制の確立にも取り組んでいます。 

○ 住民の自助・共助が、災害による被害を最小限に抑えられるという観点から、今後は

地域が中心となった防災体制の確立が求められます。 

○ 武力攻撃事態等において、その脅威が高まりつつあることから、町民を的確かつ迅速

に保護するため、小平町国民保護計画(�)に基づき、有事の際の防災行政無線による情報

伝達や関係機関との連携強化を図る必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 消防・救急業務の充実強化 

▼  町民にとって欠くことのできない消防・救急体制を強化するため、消防車両や資機 

材、消防施設等の計画的な更新・整備を進めるとともに、消防団を含めた地域防災体 

制の充実強化を図ります。 
 

① 消防車両や資機材、消防署庁舎等の計画的な更新及び改修 

② 消防団員の確保に向けた啓発活動及び訓練を通じた団員の資質向上 

③ 救急救命士の処置拡大に対応した救急救命士の技能向上 
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� 小平町国民保護計画 : 国民保護法に基づき、外国から武力攻撃を受けた場合の国民の避難、救護等につい 

て定める計画。 
 



 

 

  

  

 

２ 地域防災体制の強化 

▼  各種災害への対策や対応を定めた地域防災計画を基本に、関連する計画及びマニュ 

アル等により、小平町における防災対策の強化に努めます。 
 

① 各種災害に備えた防災体制の強化 

② 防災行政無線及び全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の適切な維持管理 

③ 地域防災力向上に向けた自主防災組織の設立促進 

④ 小平町国民保護計画に基づく適切な対応 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

消防団員の確保 
１０５人 

（平成 29 年度） 
１０５人 

住宅用火災警報器の普及率 
９４.１％ 

（平成 29 年度） 
９５.０％ 

自主防災組織の設立数 
１１団体 

（平成 29 年度） 
１５団体 
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｜第 5 節｜ 防犯体制・交通安全対策の強化 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町内においては、凶悪な犯罪は発生していないものの、高齢者等を狙った架空請

求詐欺や振り込め詐欺などの特殊詐欺事案の発生が懸念されることから、これらの犯罪

を未然に防ぎ、町民の安心安全な生活を守るため、地域が一体となった防犯体制を確立

する必要があります。 

○ 小平町では、大小の交通事故発生はあるものの、平成２５年度以降の事故発生件数や

死傷者数は減少傾向にあります。このため、今後も小平町交通安全計画に基づき、地域、

家庭、学校、企業などと連携した交通安全運動や交通安全対策に取り組むとともに、近

年、全国的にも高齢者が関係する交通事故の割合が増加傾向にあり、社会問題化してい

ることから、高齢者が交通事故の加害者や被害者とならないための取り組みや対策が必

要です。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 地域防犯体制の強化 

▼  町民を犯罪から守るため、防犯関係機関及び団体との連携による地域ぐるみの防犯 

体制強化を図ります。 
 

① 関係機関、団体等との連携による地域防犯体制の強化 

② 防犯に関する情報発信と町民意識の啓発 

③ 防犯灯 LED 化の推進 

④ 多様化・複雑化する消費者被害やトラブルに対する相談体制の強化 

 

２ 交通安全対策の強化 

▼  小平町内における交通事故を防ぐため、交通安全意識の高揚を図るとともに、警察 

や交通安全協会及び交通安全推進協議会等との連携を強化します。 
 

① 関係機関、団体等との連携による交通安全対策の強化 

② 交通安全意識高揚のための広報及び啓発活動の充実 

③ 交通安全施設の適正な維持管理 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

防犯灯の LED 化数 
１８５灯 

（平成 28 年度） 
３３０灯 

交通事故死亡者数 
１人 

（平成 28 年度） 
０人 

交通指導員の啓発活動（延べ人数） 
２１２人 

（平成 28 年度） 
２３２人 

町民等街頭啓発活動（述べ人数） 
４１６人 

（平成 28 年度） 
４３６人 
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｜第 6 節｜ 地域公共交通の維持・確保 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町内の公共交通体系は、路線バス及びタクシー並びにデマンドバスで構成されて

おり、通勤や通学、通院、買い物などの幅広い面において、町民の貴重な移動手段とし

ての役割を担っています。 

○ 高齢者等の移動手段として、公共交通の維持・確保は必要不可欠と考えられる一方、

公共交通の利用は低迷しており、運行事業者の経営努力と行政の支援により、路線を維

持している状況にあります。 

○ 2014(平成２６)年１０月から、達布地区と小平市街地間において、利便性の高いデマ

ンドバスを運行していますが、今後も運行を継続していくためには、乗合率の向上と利

用者の拡大に向けた取り組みが必要となっています。 

○ 今後、高齢化の進行に伴い、公共交通のニーズがさらに高まることが予想されること

から、日常生活を営む上で欠くことのできない公共交通体系を将来にわたり維持・確保

するとともに、自家用車などの移動手段を持たない交通弱者対策を進める必要がありま

す。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 持続可能な地域公共交通の確立 

▼  日常生活を営む上で欠くことのできない公共交通体系を将来にわたり維持・確保す 

るための取り組みを進めます。 
 

① 生活交通路線維持等事業の推進 

② 生活路線バス車両更新の支援 

③ デマンドバスの利便性向上と利用促進対策の推進 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

デマンドバスの年間利用者数 
１２,８８３人 

（平成 28 年度） 
１３,５００人 
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｜第 7 節｜ 計画的な土地利用の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町における土地利用については、これまでも総合計画で示してきた基本方向に

基づき、公共の福祉、自然環境の保全、土地が持つ社会的、経済的、文化的な諸条件に

十分配慮しながら利用を進めてきました。 

○ 今後も、これまでの基本方向を踏襲し、均衡のとれた計画的な土地利用を推進しま

すが、同時に、高齢化、人口減少の進行に伴う集落の維持などを踏まえた町全体の新た

な土地利用の方向性ついても検討していく必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 市街地地域の土地利用 

▼  計画的な土地利用に基づく市街地地域の形成を図ります。 
 

① 良好な居住環境に配慮した用地の確保 

② 商工業を振興、促進する利便性の高い用地の確保及び斡旋 

 

２ 農業振興地域の土地利用 

▼  計画的な土地利用に基づく農業振興地域の形成を図ります。 
 

① 農地法等の適正な運用による優良農地の確保及び保全 

② 農地流動化の促進による農地の集約化、高度利用の推進 

 

3 森林地域の土地利用 

▼  計画的な土地利用に基づく森林地域の形成を図ります。 
 

① 森林整備計画に基づく森林の保全及び造林事業の推進 

② 森林の木材生産機能と公益的機能の維持、向上 

 

4 環境保全地域の土地利用 

▼  計画的な土地利用に基づく環境保全地域の形成を図ります。 
 

       ① 原始性豊かな自然環境の保全 

② 海岸の浸食防止と海岸保全施設等の整備促進 
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｜第 8 節｜ 移住・定住対策の促進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 日本の総人口は、将来的に世界でも稀に見る減少が見込まれる中、小平町においても

人口減少の幅を少しでも緩やかにし、人口構成の再生を目指すためには、若年層を中心

とした移住・定住対策の促進を図る必要があります。 

○ 小平町ではこれまでに、移住・定住の促進を図るため、住宅の取得や改修及び環境整

備に関する支援や、乳幼児等の医療費無償化、幼稚園等の保育料無償化などの子育てに

関する支援に取り組んできましたが、いま一つ、移住・定住が進まない状況にあり、そ

の対策が求められています。 

○ 今後は、従前からの取り組みをより広く周知するとともに、移住体験用住宅を活用し

た「ちょっと暮らし」などの取り組みを展開しながら、移住・定住につなげていく対策

を進める必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 移住・定住に関する情報発信 

▼  まちの魅力や移住・定住に関する取り組みなどの効果的な情報発信に努めます。 
 

① 移住・定住へのきっかけにつながるきめ細かな情報発信 

 

２ 移住・定住につながる取り組みの推進 

▼  移住・定住を促進するため、短期間滞在の「ちょっと暮らし」を体験できる環境の 

整備やプログラム等の構築に取り組みます。 
 

        ① 「ちょっと暮らし」の環境づくり 

② 体験プログラムの構築 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

移住世帯数 
－ 

（平成 29 年度） 
２世帯 

ちょっと暮らし体験者数 
－ 

（平成 29 年度） 
５人 
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【第 5 章】まちの魅力を高める共創のまち 

｜第 1 節｜協働のまちづくりの推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ まちづくりを町民とともに考え、実践していく「協働」は、行政経営の基本的な考え

のひとつです。 

○ こうした考えのもと、小平町では従来から、町民と行政とが相互の信頼と理解に基づ

くパートナーシップを築き、地域の課題や行政的課題を共有化するとともに、多様な主

体による協働のまちづくりを推進するため、互いに協力し、補い合い、支え合う中で、

活力に満ちた地域社会の実現を目指してきました。 

○ 協働のまちづくりをさらに体現化していくためには、町民と行政がそれぞれの役割と

責任を自覚し、協力してまちづくりに取り組むことにより、より住みやすく、より良い

まちの共創に結びつきます。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 多様な協働機会づくりの推進 

▼  多様な町民との協働機会の創出、拡大を図るため、広報誌やホームページなどを活 

用した情報発信に努めます。 
 

① 広報誌やホームページなどによる情報発信の強化 

② 文化行事、スポーツ大会等における協働の推進 

③ 協働の体制づくりの推進 

④ 協働型まちづくり事業の企画及び実施 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

町民と行政との協働事業数 
１事業 

（平成 29 年度） 
３事業 

 

 

基
本
構
想 

基
本
計
画 

実
施
計
画 

資
料
編 

 

  

79  

 

  



 

 

  

  

｜第 2 節｜ 地域コミュニティ活動の推進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町における地域コミュニティ活動の主体となる町内会組織は、現在、３５団体と

なっており、それぞれが清掃活動や防犯活動などの多面にわたる自主的な活動を行って

います。 

○ 小平町では、地域の自主的なコミュニティ活動を支援するため、平成２３年度から地

区情報連絡員制度を導入し、地域の要望や意見、また現状把握などを行いながら、情報

の共有に努めていますが、地域によっては、高齢化や住民の減少に伴い、将来的に町内

会組織の維持・存続が困難になることが危惧される地域もあります。 

○ 現在、一部の町内会では、地域の核となる人材の不足や町内会役員の固定化及び慢性

的な会員不足、また組織自体の将来のあり方など、多くの課題を抱えていることから、

地域の連帯感と自主・自立性を高めるコミュニティ活動の活性化を促進するための対策

や支援が求められています。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 地域コミュニティ活動の支援 

▼  町内会組織の維持・存続及び主体的な活動を支援するための財政的な支援を行いま 

す。 
 

        ① 町内会活動助成金交付による財政支援 

        ② 地区情報連絡員制度の周知及び利用の拡大 

③ 各地区集会所等の計画的な修繕及び維持管理 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

地区情報連絡員数 
３５地区２１人 

（平成 29 年度） 
３５地区２１人 
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｜第 3 節｜ 男女共同参画の促進 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社 

会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、 

経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ共に責任を負うべき社会」

のことをいいます。 

○ 小平町においては、2016(平成２８)年３月に策定した「小平町男女共同参画計画」に

基づき、DV（ドメスティックバイオレンス）に対する相談・支援体制の充実やセクシャ

ル・ハラスメント防止対策の推進、また、女性リーダーの育成や審議会等における女性

委員登用などの取り組みを促進し、男女が互いに思いやりをもって支えあうまちづくり

に努めていますが、男女共同参画社会の実現は、男女の意識改革によるところが大きい

ため、家庭や学校、職場など、それぞれの環境に応じた普及啓発が必要です。 

○ 同様に、人権尊重の推進についても、一人ひとりの人権が尊重された社会の大切さを

理解してもらうため、人権擁護委員や学校等と連携を図り、継続的な人権教育に取り組

むことが必要です。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 男女共同参画意識の醸成 

▼  男女が互いに尊重し、ともに個性や能力を発揮できるよう、幅広い分野への情報発 

信や意識啓発を推進するとともに、教育及び学習機会の充実を図ります。 
 

         ① 男女共同参画意識の啓発 

         ② 男女の意識改革の促進 

         ③ 人権擁護活動の推進 

④ 男女共同参画推進のための教育及び学習機会の充実 
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２ 男女間の実質的な機会の平等促進 

▼  男女間における実質的な参画機会の平等を担保するため、あらゆる分野での女性の参 

画拡大や活躍を応援します。 
 

① DV 根絶のための意識啓発及び相談・支援体制の充実 

② セクシャル・ハラスメント防止対策の推進 

③ 職場等における男女共同参画の促進 

④ 審議会等委員への女性の参画促進及び女性リーダーの育成 

⑤ ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

 

■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

審議会等委員への女性登用率 
２７.５％ 

（平成 28 年度） 
３０.０％ 

 

 

序 

論 

基
本
構
想 

基
本
計
画 

実
施
計
画 

資
料
編 

         

  

82  

 



第 3 編 

 
 

      

   

基本計画 
 

序 

論 

  

｜第 4 節｜安定的な行財政運営の確立 
 

■ 現状と課題 ■ 
 

○ 小平町の財政状況は、人口規模、歳入規模に見合った歳出構造となるよう財政規律を

堅持する中で健全財政を保ってきましたが、中長期的な観点では、高齢化の進行や人口

減少などの影響から、歳入面においては、貴重な自主財源である町税の減収、歳出面で

は社会保障給付費などの増加が想定されることから、今後も引き続き、町税の収納率向

上や経常経費の削減などに務め、財政運営の健全化を推進する必要があります。 

○ 小平町はこれまで、職員数の適正管理や電算処理システムの共同化を図るなど、行財

政事務事業の簡素効率化を進めてきましたが、一方で行政需要は年々増加してきており、

限られた職員で増大する業務や高度化・多様化する住民ニーズに的確に対応していかな

ければならないことから、組織の見直しや事務量に応じた職員配置などを行うとともに、

継続的な職員研修や人事評価制度を実施する中で、職員一人ひとりが公務員としての高

い倫理性や経営感覚を身に付け、山積する課題に対する解決能力や職務能力の向上に一

層取り組む必要があります。 

 

■ 施策の主な取り組み及び事業 ■ 
 

１ 効率的で安定的な行財政運営 

▼  持続可能で安定的な行財政運営を推進するため、自主財源の確保や経常経費の削減 

 に努めるとともに、簡素で効率的な行政組織の確立を図ります。 
 

         ① 新公会計制度による財政状況の開示と安定的な財政運営の推進 

         ② 公共施設等総合管理計画の推進 

         ③ 町税、ふるさと納税等による自主財源の安定確保 

         ③ 計画的な職員採用による適正な職員定数の管理 

         ④ 時代の変化に即した組織機構の見直し 

         ⑤ 職務能力向上のための効果的な職員研修の実施 
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■ 成果指標 ■ 
 
  

指標項目 現状値 
目標値 

（平成 34 年度） 

経常収支比率 
７５.６％ 

（平成 28 年度決算） 
７４.０％ 

実質公債費比率 
１１.４％ 

（平成 28 年度決算） 
１１.０％ 

町税収納率（現年） 
 ９８.９８％ 

（現年） 
９９.３％ 
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実施計画 
 

序 
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事業名 事業主体 
事業実施年度区分 

H30 H31 H32 H33 H34 

第１章 働きながら住み続けられるまち 

 農地地図情報システムバージョンアップ改修委託業務  小平町 〇     

ビニールハウス購入助成事業 農業者 〇     

中山間地域等直接支払交付金 地域集落 〇 〇 〇 〇 〇 

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業 協議会 〇 〇 〇 〇 〇 

多面的機能支払交付金事業 地域集落 〇 〇 〇 〇 〇 

経営体育成基盤整備事業（大椴地区） 北海道    未定 → 

農業基盤整備促進事業（本郷地区） 小平町 〇 〇    

農道整備特別対策事業（沖内地区） 北海道 〇 〇 〇 〇 〇 

団体営農村地域防災減災事業（小平地区） 小平町 〇     

桑増川高野地先排水路補修事業 小平町 〇     

町営牧場改修事業 小平町   〇 〇 〇 

畜産振興事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

町有林整備事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

民有林育成事業 
留萌南部 
森林組合 〇 〇 〇 〇 〇 

森林管理道三軒屋線開設事業 北海道 〇 〇    

森林管理道大椴花岡線開設事業 北海道   〇 〇 〇 

新星マリン漁協施設移転・改修助成事業 
新星マリン 

漁業協同組合 〇 〇 〇   

漁業近代化利子補給事業 
新星マリン 

漁業協同組合 〇 〇 〇 〇 〇 

水産物供給基盤機能保全事業 北海道 未定 → → → → 

漁港施設機能強化事業 北海道 未定 → → → → 
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事業名 事業主体 
事業実施年度区分 

H30 H31 H32 H33 H34 

第１章 働きながら住み続けられるまち 

 中小企業振興資金利子補給事業 商工業者 〇 〇 〇 〇 〇 

商工業振興補助事業 商工会 〇 〇 〇 〇 〇 

プレミアム付商品券発行事業 商工会 〇 〇 〇 〇 〇 

起業化支援事業 起業者 〇 〇 〇   

ゆったりかん改修事業 小平町   〇 〇  

ゆったりかん備品購入事業 小平町 ○     

観光公共施設環境整備事業（トイレ洋式化） 小平町 〇     

観光公共施設情報化事業（屋外 Wi-Fi） 小平町 〇     

望洋台キャンプ場バンガロー塗装事業 小平町 〇     

道の駅イベント広場整備事業 小平町 ○     

第 2 章 子どもを産み育てたいと思えるまち 

 小平地区こども園新設工事 小平町  〇 〇   

 小平幼稚園屋根塗装事業 小平町 未定 → → → → 

 放課後児童健全育成事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

 パソコン整備事業（各小学校） 小平町   〇 〇 〇 

 小平小学校校舎・屋体外壁・屋根等改修事業 小平町  〇  〇  

 鬼鹿小学校外構工事 小平町 〇     

 パソコン整備事業（小平中学校） 小平町  〇 〇 〇 〇 

 小平中学校校舎・屋体外壁等改修事業 小平町 〇  〇   

 閉校校舎等解体事業 小平町 〇 〇 〇   
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実施計画 
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事業名 事業主体 
事業実施年度区分 

H30 H31 H32 H33 H34 

第 2 章 子どもを産み育てたいと思えるまち 

 給食センター改築事業 小平町    〇 〇 

給食地元食材活用事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

食育推進事業（各種体験事業） 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

校務支援システム導入事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

スクールバス更新事業 小平町  〇  〇  

ＰＣＢ廃棄物運搬・処理委託事業 小平町 〇     

多世代交流施設整備事業 小平町  〇 〇 〇  

Ｂ＆Ｇ海洋センター施設整備事業 小平町 〇 〇    

小平しべ川河口トイレ改修事業 小平町 ○     

望洋台スキー場整備事業 小平町 未定 → → → → 

文化交流センター改修事業 小平町 未定 → → → → 

 旧花田家番屋補修整備事業 小平町 〇 〇    

 旧花田家番屋耐震事業 小平町  〇 〇 〇 〇 

 旧花田家番屋周辺環境整備事業 小平町 〇 〇 〇 〇  

 （仮称）文化財展示施設仮設事業 小平町  〇 〇 〇 〇 

第 3 章 健康で安心して住み続けられるまち       

 各診療所備品購入事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

 小平歯科医師住宅新築工事 小平町 未定 → → → → 

 小平歯科診療所外壁等補修・塗装工事 小平町   〇   

 鬼鹿歯科診療所医師住宅外壁等補修塗装工事 小平町  〇    
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事業名 事業主体 
事業実施年度区分 

H30 H31 H32 H33 H34 

第 3 章 健康で安心して住み続けられるまち 

 鬼鹿診療所屋根葺き替え工事 小平町   〇   

小平デイサービスセンターボイラー取替 小平町 未定 → → → → 

やすらぎ荘外部改修 小平町    〇  

緊急通報システム設置事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

高齢者交通費助成事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

高齢者社会活動等参加ポイント事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

家族介護手当の支給 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

放課後児童健全育成事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

おびまる広場高齢者健康器具設置 小平町     〇 

社会福祉施設整備事業 
社会福祉法人 

新生会  〇    

介護予防拠点整備事業 小平町 未定 → → → → 

第 4 章 安全で快適に住み続けられるまち 

 町道整備事業 小平町    〇 〇 

 道路維持補修事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

 小平町管内橋梁長寿命化事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

 小平町管内橋梁点検 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

 普通河川維持事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

 公共 Wi-Fi 整備事業 小平町 〇 〇    

 情報通信基盤整備推進事業 小平町 ○ 〇    

 小平町無線システム普及支援事業 
各地区テレビ

共同受信施設組合 〇 〇 〇 〇 〇 
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事業名 事業主体 
事業実施年度区分 

H30 H31 H32 H33 H34 

第 4 章 安全で快適に住み続けられるまち 

 新町団地改善事業 小平町 〇 〇 〇   

旭団地改善事業 小平町 〇 〇 〇 〇  

高台団地改善事業 小平町 〇 〇    

新興団地改善事業 小平町     〇 

住宅新築等助成事業 小平町  〇 〇 〇 〇 

住環境整備費助成事業 小平町  〇 〇 〇 〇 

公共下水道施設更新事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

水道施設更新事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

水道管更新事業 小平町 〇 〇 〇   

水道メーター更新事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

浄化槽設置整備事業 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

生活交通路線等維持事業（デマンドバス） 小平町 〇 〇 〇 〇 〇 

消防庁舎改築事業（常備消防） 消防組合     〇 

消防団器具置場改築事業（非常備消防） 消防組合   〇 〇  

 消防救急車両整備事業（常備消防） 消防組合  〇 〇   

 消防車両整備事業（非常備消防） 消防組合    〇 〇 

 救急用資器材整備事業 消防組合 〇     

 消防団員装備品整備事業 消防組合  〇 〇 〇  

 J アラート受信機更新事業 小平町 ○     

 小平町道路灯 LED 照明促進事業 小平町 ○     
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事業名 事業主体 
事業実施年度区分 

H30 H31 H32 H33 H34 

第 5 章 まちの魅力を高める共創のまち 

 戸籍システム更新事業 
留萌地域 

電算協議会 ○ ○    

 庁舎車庫新築事業 小平町 未定 → → → → 
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資料編 
 

序 
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【各種統計資料】！）調査手法、調査年度に相違があるため、掲載年が統一的ではない。 

 

 ■ 農家戸数                         （単位：戸） 

     区分 

年度 

農家戸数 

専業 第一種兼業 第二種兼業 計 

平成 12 年 31 154 40 225 

平成 17 年 45 105 30 180 

平成 22 年 86 38 14 138 

平成 27 年 94 18 10 122 

                     出典：世界農林業センサス及び農林業センサス 

 

 ■ 耕地面積                        （単位：ha） 

     区分 

年度 

耕地面積 

田 畑 計 

平成 24 年 1,930 322 2,252 

平成 25 年 1,930 321 2,251 

平成 26 年 1,920 321 2,241 

平成 27 年 1,920 321 2,241 

平成 28 年 1,920 321 2,241 

                                                 出典：農林水産統計データ面積調査 

 

  ■ 農業粗生産額                     （単位：千万円） 

     区分 

年度 

粗生産額 

米 米以外 畜産 計 

平成 26 年 108 23 13 144 

平成 27 年 113 24 15 152 

出典：農林水産統計データ市町村別農業算出額 
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  ■ 森林面積及び蓄積 

区分 

年度 
国有林 道有林 町有林 民有林 計 

平成 24 年 

面積 33,841 ha 5,591 ha 2,868 ha 13,592 ha 55,892 ha 

割合 60.5％ 10.0％ 5.1％ 24.3％ 100.0％ 

蓄積 3,474 千㎥ 760 千㎥ 326 千㎥ 1,622 千㎥ 6,182 千㎥ 

平成 25 年 

面積 33,841 ha 5,591 ha 2,872 ha 13,597 ha 55,901 ha 

割合 60.5％ 10.0％ 5.1％ 24.3％ 100.0％ 

蓄積 3,474 千㎥ 790 千㎥ 329 千㎥ 1,649 千㎥ 6,242 千㎥ 

平成 26 年 

面積 33,830 ha 5,593 ha 2,882 ha 13,589 ha 55,894 ha 

割合 60.5％ 10.0％ 5.2％ 24.3％ 100.0％ 

蓄積 3,473 千㎥ 804 千㎥ 335 千㎥ 1,683 千㎥ 6,295 千㎥ 

平成 27 年 

面積 33,830 ha 5,584 ha 2,893 ha 13,588 ha 55,895ha 

割合 60.5％ 10.0％ 5.2％ 24.3％ 100.0％ 

蓄積 3,473 千㎥ 750 千㎥ 340 千㎥ 1,699 千㎥ 6,262 千㎥ 

出典：北海道林業統計 

 

  ■ 漁業経営体及び漁船数 

      年度 

区分 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

漁 業 経 営 体  44 件 47 件 43 件 43 件 38 件 

動 力 総 数  96 85 79 75 70 

0 ～ 3 ｔ 未 満 45 44 39 36 32 

3 ～ 5 ｔ 未 満 23 20 18 19 18 

5～ 10ｔ 未 満 22 17 17 15 15 

10～20ｔ未満 2 4 5 5 5 

無 動 力 船  4 0 0 0 0 

出典：町業務資料 
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■ 漁獲高の推移                           （単位：ｔ・百万円） 

   年度 

区分 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

ホタテ 4,493 1,228 4,748 1,290 4,925 1,254 5,612 1,595 6,236 1,866 

タ コ 89 48 108 54 71 38 89 42 153 70 

ナマコ 28 73 28 114 29 116 24 105 25 85 

鮭 83 36 110 47 174 75 157 71 133 71 

ウ ニ 1 10 1 10 3 16 1 10 1 17 

魚 類 266 87 152 57 191 66 166 64 263 75 

その他 27 10 25 6 70 13 11 10 23 6 

計 4,987 1,492 5,172 1,578 5,463 1,578 6,060 1,897 6,834 2,190 

                                      出典：町業務資料 

 

   ■ 商業 

        年度 

 

区分 

平成 19 年（本調査） 平成 26 年（本調査） 

事業所数 
（件） 

従業員数 
（人） 

販売額 
（万円） 

事業所数 
（件） 

従業員数 
（人） 

販売額 
（万円） 

卸 売 業 — － — — － — 

小 売 業 41 139 177,732 28 106 X 

小
売
事
業
内
訳 

各種商品小売業 1 2 X 1 2 X 

織物・衣服身の回り品小売業  1 1 X — — — 

飲食料品小売業 19 75 76,569 12 56 61,249 

自転車、自動車小売業 1 3 X — — — 

家具・什機械器具小売業 4 4 5,661 2 6 X 

その他小売業  15 54 88,636 13 42 214,264 

計 41 139 177,732 28 106 295,400 

  � X : 各列の単位に満たない数値の場合の表示方法                    出典：商業統計調査 
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  ■ 工業 

     区分 

年度 

事業所数 
（箇所） 

従業員数 
（人） 

出荷額等 
（千円） 

平成 24 年 3 46 348,230 

平成 25 年 3 49 538,760 

平成 26 年 3 44 584,850 

出典：工業統計調査 

 

  ■ 観光客入り込み数      （単位：人） 

    区分 

年度 
入り込み数 

平成 24 年 
年間 193,489 

上期 151,643 

平成 25 年 
年間 214,893 

上期 171,628 

平成 26 年 
年間 198,317 

上期 154,635 

平成 27 年 
年間 220,938 

上期 169,107 

平成 28 年 
年間 235,804 

上期 181,248 

出典：町業務資料 

 

   ■ 海水浴客入り込み数                             （単位：人） 

年度 

区分 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

臼谷海水浴場 21,715 34,828 31,277  8,341 12,721 

鬼鹿ツインビーチ 13,889 19,885 17,470 13,446 15,177 

計 35,604 54,713 48,747 21,787 27,898 

出典：町業務資料 
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  ■ 幼稚園園児数                                （単位：人） 

     区分 

年度 
小平幼稚園 鬼鹿幼稚園 計 

平成 24 年 49 14 63 

平成 25 年 43 16 59 

平成 26 年 40 18 58 

平成 27 年 35 19 54 

平成 28 年 43 14 57 

出典：学校基本調査 

 

   ■ 小学校児童数                （単位：人） 

     区分 

年度 
小平小学校 鬼鹿小学校 計 

平成 24 年 108 33 141 

平成 25 年 101 35 136 

平成 26 年 103 32 135 

平成 27 年 104 30 134 

平成 28 年  87 25 112 

出典：学校基本調査 

 

■ 中学校生徒数                （単位：人） 

     区分 

年度 
小平中学校 鬼鹿中学校 計 

平成 24 年 66 16 82 

平成 25 年 68 18 86 

平成 26 年 57 16 73 

平成 27 年 67  67 

平成 28 年 64  64 

出典：学校基本調査 
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  ■ 文化活動団体 

区分 団体名 
H29 

会員数 
区分 団体名 

H29 

会員数 

陶 芸 

小平陶芸サークル  5 人 フォークダンス 小平フォークダンスサークル  7 人 

おびらの焼き物を作る会  8 人 籐 工 芸 籐サークル  7 人 

鬼鹿陶芸サークル  2 人 手 芸 手芸サークル虹  6 人 

いちい陶芸サークル 11 人 パッチワーク パッチワーク絵夢の会  6 人 

華 道 小平いけ花サークル  5 人 大 正 琴 琴照流大正琴サークル  2 人 

絵 画 
小平絵画サークル  7 人 ハンドメイド ハッピータイム  8 人 

絵画サークル鹿彩会  3 人 そ ば おびら手打ちそば愛好会 13 人 

俳 句 鬼鹿なぎさ俳句会  8 人 太 鼓 おびら太鼓麓龍＆ジュニア 60 人 

日 舞 泉徳千慧会  3 人 松 前 神 楽 鬼鹿松前神楽保存会 26 人 

舞 踊 小平舞踊会  3 人 
子 育 て 

幼児あそびクラブ  9 人 

カ ル タ 望洋台下の句かるた会 23 人 マイアサウラ  4 人 

茶 道 茶道あじさい  7 人 生 活 文 化 北海道日本ハムファイターズ小平後援会 61 人 

カ ラ オ ケ 小平カラオケ愛好会 12 人 麻 雀 麻雀愛好会 18 人 

社交ダンス 小平ダンスサークル  6 人 青 年 団 体 若鬼 21 人 

フラダンス レイモミラニ ドリームガールズ  5 人  

出典：町業務資料 

 

■ 体育活動団体 

団体名 
H29 

会員数 
団体名 

H29 

会員数 

小平町軟式野球連盟  102 人 小平町ミニバレーボール連盟   37 人 

小平町卓球連盟  25 人 小平町ゲートボール協会   15 人 

小平スキー連盟  35 人 小平町空手道連盟   29 人 

小平町剣道連盟  20 人 小平町バドミントン連盟  28 人 

小平町陸上競技連盟  24 人 小平町パークゴルフ協会  32 人 

小平町バレーボール協会  26 人  

出典：町業務資料 
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  ■ 各種健康診査                                 

   年度 

区分 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

特定健診 
受診者数 291 人 310 人 284 人 243 人 252 人 

受 診 率 38.7% 42.5％ 40.8％ 35.3% 38.4％ 

胃 が ん 
受診者数 269 人 294 人 264 人 264 人 243 人 

受 診 率 16.0％ 23.7％ 12.2％ 11.1％ 10.5％ 

肺 が ん 
受診者数 295 人 319 人 305 人 292 人 302 人 

受 診 率 17.6％ 24.1％ 13.7％ 12.1％ 12.7％ 

大腸がん 
受診者数 282 人 307 人 303 人 300 人 298 人 

受 診 率 16.8％ 22.6％ 13.9％ 12.9％ 12.6％ 

乳 が ん 
受診者数 100 人 125 人 115 人 112 人 99 人 

受 診 率 19.8％ 18.5％ 26.2％ 23.9％ 24.6％ 

子宮がん 
受診者数 106 人 117 人 130 人 108 人 88 人 

受 診 率 17.1％ 16.0％ 21.8％ 18.5％ 15.1％ 

� 受診者数は 40 歳以上の人数（子宮がんのみ 20 歳以上）              出典：町業務資料 

� 受診率は 40 歳～69 歳までの受診率（子宮がんのみ 20 歳～69 歳） 

 

■ 出生数                              

年度 

区分 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

出 生 数 26 人 15 人 18 人 14 人 18 人 

人口千対率 7.2％ 4.2％ 5.2％ 4.1％ 5.5％ 

出典：町業務資料 
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■ 予防接種                                                          （単位：人） 

年度 

区分 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

三 種 混 合  68  17   5    0   0 

二 種 混 合  69  17  20   27  20 

ポ リ オ    7  36  20   3   0 

四 種 混 合   71  72  71  79 

ヒ ブ  104  70  69  79 

小児用肺炎球菌  105  70  69  79 

子 宮 頸 が ん     5   2   1   0 

水 痘    33  45  33 

Ｂ Ｃ Ｇ  19   8  17  15  22 

インフルエンザ 649 670 719 723 719 

成人用肺炎球菌   42  22  29 

麻しん・風しん（混合）  79  44 34  21  27 

日 本 脳 炎     344 

B 型 肝 炎       33 

出典：町業務資料 

 

■ 国民健康保険 

年度 

区分 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

被保険者世帯  644 人  613 人  586 人  580 人  555 人 

被 保 険 者 数  1,130 人 1,068 人 1,029 人  990 人  936 人 

療 養 諸 費 522,788 千円 469,550 千円 432,868 千円 402,098 千円 379,603 千円 

内 高 額 分 59,337 千円 50,310 千円 43,269 千円 41,154 千円 37,520 千円 

一人当たり療養諸費 462,644 円 439,654 円 420,669 円 406,159 円 405,558 円 

一人当たり保険税 93,946 円 97,288 円 97,694 円 90,000 円 98,890 円 

助 産 費 2,100 千円 2,520 千円 1,680 千円 1,260 千円 840 千円 

葬 祭 費 30 千円 80 千円 40 千円 70 千円 20 千円 

介 護 納 付 金  21,293 千円 21,370 千円 21,635 千円 21,966 千円 21,606 千円 

老人保健拠出金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 

出典：町業務資料 
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■ 介護保険 

年度 

区分 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

居宅サービス給付費 129,350 千円 122,809 千円 134,860 千円 130,824 千円 124,699 千円 

施設サービス給付費 156,179 千円 149,312 千円 139,570 千円 117,801 千円 117,373 千円 

特定入所者介護サービス費 17,752 千円 17,015 千円 15,725 千円 16,234 千円 16,859 千円 

居宅介護サービス計画給付費  12,926 千円 14,150 千円 14,329 千円 15,340 千円 12,899 千円 

福祉用具購入給付費 325 千円 390 千円 231 千円 67 千円 168 千円 

住宅改修費給付費 1,261 千円 1,116 千円 1,462 千円 585 千円 1,413 千円 

地域密着型サービス保険給付費 27,618 千円 33,296 千円 34,634 千円 29,140 千円 24,326 千円 

高額介護サービス給付費（合算含む） 8,680 千円 8,638 千円 8,339 千円 7,458 千円 7,509 千円 

審査支払手数料 287 千円 308 千円 317 千円 315 千円 250 千円 

標準給付費 354,378 千円 347,034 千円 349,467 千円 317,764 千円 305,496 千円 

第１号被保険者保険料 53,019 千円 52,601 千円 52,617 千円 65,608 千円 66,356 千円 

第１号被保険者数 1,255 人 1,239 人 1,240 人 1,246 人 1,248 人 

出典：町業務資料 

 

  ■ 道路状況                            （単位：㎞・%） 

年次 種別 路線数 実延長 
改良済 舗装済 

延長 率 延長 率 

平成 28 年 

一般国道   1  24.5  24.5 100.0  24.5 100.0 

主要道道   1  36.3  36.3 100.0  34.3   94.5 

一般道道  10  76.3  71.5   93.7  68.7   90.0 

道道計  11 112.6 107.8   95.7 103.0   91.5 

市町村道 314 174.3  80.0   45.9  91.7   52.6 

合計 326 311.4 212.3   68.2 219.2   70.4 

                                                                      出典：町業務資料 
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   ■ 簡易水道                         （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

施設 
行政区域内人口 

（A） 
給水人口 
（B） 

普及率 
（B）/（A） 

年間給水総量 

小平上水道 3,243 人 3,202 人 98.7％ 441,943 ㎥ 

                                           出典：町業務資料 

 

■ 公営住宅                         （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

総管理戸数 小平地区 鬼鹿地区 達布地区 

公営住宅 単身者住宅 公営住宅 単身者住宅 公営住宅 単身者住宅 公営住宅 

280 48 171 24 83 24 26 

出典：町業務資料 

 

    ■ 収集ごみ量等 

区分 

 

年度 

一般収集ごみ 直接搬入ごみ 事業系ごみ 

可燃・不燃・粗大・資源・生・危険 不燃・粗大・資源 事業系・生 

ごみ量（ｔ/年） 排出原単位（g/人・日） ごみ量（ｔ/年） ごみ量（ｔ/年） 

平成 24 年 1,656 1,241  23 957 

平成 25 年   700   536 116 176 

平成 26 年   638   500  58 143 

平成 27 年   639   513  52 153 

平成 28 年   618   507  52 150 

出典：町業務資料 

 

■ 下水処理量及び普及率 

区分 

年度 
汚水処理量 下水道普及率 

平成 24 年 226,195 ㎥ 75.8% 

平成 25 年 231,846 ㎥ 76.6% 

平成 26 年 224,860 ㎥ 76.6% 

平成 27 年 221,419 ㎥ 76.6% 

平成 28 年 224,542 ㎥ 77.4% 

出典：町業務資料 
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■ 浄化槽設置件数                     ■し尿処理量 

区分 

年度 
設置数 

 区分 

年度 
処理量 

平成 24 年 3 件  平成 24 年 1,558 kl 

平成 25 年 1 件  平成 25 年 1,615 kl 

平成 26 年 1 件  平成 26 年 1,546 kl 

平成 27 年 2 件  平成 27 年 1,541 kl 

平成 28 年 1 件  平成 28 年 1,511 kl 

出典：町業務資料                      出典：町業務資料 

 

  ■ 火災発生件数 

区分 

年次 
件数 損害額 一件当たり損害額 焼失面積 一件当たり焼失面積 

平成 24 年 2 件 7,909 千円 3,954 千円 建物        3 ㎡ 建物        3 ㎡ 

平成 25 年 4 件 1,932 千円   483 千円 建物     124 ㎡ 建物       41 ㎡ 

平成 26 年 1 件   590 千円   590 千円 建物     114 ㎡ 建物     114 ㎡ 

平成 27 年 1 件      0 千円      0 千円 雑草地   807 ㎡ 雑草地   807 ㎡ 

平成 28 年 1 件      0 千円      0 千円 雑草地 3,927 ㎡ 雑草地 3,927 ㎡ 

出典：留萌消防組合消防年報 

 

■ 救急出動件数 

区分 

年次 
件数 疾病 交通事故 

平成 24 年 165 件 111 件  9 件 

平成 25 年 155 件 109 件 13 件 

平成 26 年 170 件 120 件 13 件 

平成 27 年 150 件 108 件  9 件 

平成 28 年 170 件 119 件 11 件 

出典：留萌消防組合消防年報 
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    ■ 消防水利施設 

区分 

年次 
消火栓 貯水槽 計 

平成 28 年 66（24）箇所 56（41）箇所 122（65）箇所 

�（ ）は基準に適合する水利施設で左の数字の内数          出典：留萌消防組合消防年報 

 

    ■ 消防機械配置 

区分 

 

年次 

消防ポンプ 

タンク付
ポンプ車 

可搬動力 
ポンプ 

山火事用 積載車 
大 型 
水槽車 

救急車 
その他の
車 両 

計 

平成 28 年 3 台 9 台 5 台 6 台 2 台 1 台 2 台 28 台 

                                     出典：留萌消防組合消防年報 

 

■ 交通事故発生件数 

区分 

年度 
件数 死者 傷者 

平成 24 年 1 件 1 人 0 人 

平成 25 年 5 件 1 人 8 人 

平成 26 年 4 件 0 人 6 人 

平成 27 年 2 件 1 人 2 人 

平成 28 年 2 件 1 人 3 人 

出典：町業務資料 
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【 小平町人口ビジョン・総合戦略アンケート調査 】 

第６次小平町総合計画は、「小平町人口ビジョン・総合戦略」と連動し、一体的に推進し 

ていくため、「小平町人口ビジョン・総合戦略」の策定に当たり実施したアンケート調査結 

果の一部を再掲します。 

 

１ 人口減少対策とまちづくりについて 

   ①  人口減少について感じることについては、「大いに不安を感じる」の割合が 44.2％ 

と最も高く、次いで「やや不安を感じる」が 38.9％と、８割以上の人が不安を感じ 

ています。 

不安を感じることは、「健康保険や介護保険など社会保障費の負担増加」の割合が 

62.0％と最も高く、次いで「地域を支える産業が徐々に失われてしまうこと」が 59.1％、 

「商店などが無くなり、日常品の買い物等ができなくなってしまうこと」が 51.2％、 

「医療や社会福祉に限らず様々な公的サービスの縮小」が 50.7％となっています。 
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0.7%

2.7%

13.5%

32.1%

36.0%

50.7%

51.2%

59.1%

62.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

その他

地域の伝統や文化の喪失

ご近所が少なくなり、話し相手が居なくなっ

たり、万一の時の不安がある

路線バスの縮小・廃止

医療や社会福祉に限らず様々な公的サービスの縮小

商店などが無くなり、日常品の買い物等が

できなくなってしまうこと

地域を支える産業が徐々に失われてしまうこと

健康保険や介護保険など社会保障費の負担増加

■不安を感じる（ｎ＝408）

 

 

  

  

   ■ 人口減少に対して不安を感じること 
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② 人口減に歯止めをかけるために町が力を入れるべき施策は、「働く場の確保（企業誘致、 

起業支援）」の割合が 64.4％と最も高く、次いで「高齢になっても町に住み続けられるよ 

うに在宅福祉や在宅医療の充実」が 45.4％、「Ｕターン支援や田舎暮らしを希望する人に 

移住を支援する」が 45.0％、「子育て支援や教育環境の充実」が 35.2％となっています。 
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3.1%

3.3%

4.7%

15.9%

16.7%

26.1%

35.2%

45.0%

45.4%

64.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

その他

地域交流・コミュニティの活性化

未婚化・晩婚化対策

（お見合いパーティや出会いの場を増やす）

生産基盤の維持（商業・サービス業の振興）

町の財政に寄与する産業振興

（農業、水産業、観光、エネルギー事業振興）

子育て支援や教育環境の充実

Uターン支援や田舎暮らしを希望する人に

移住を支援する

高齢になっても町に住み続けられるように

在宅福祉や在宅医療の充実

働く場の確保（企業誘致、起業支援）

■全体（ｎ＝491）



 

 

  

  

 

③ 人口減対策として第一次産業の活性化策については、「地域の農水産物（第１次産業） 

の高付加価値化をめざし、加工（第２次）、 流通・販売（第３次産業）まで取り組む６ 

次産業（＝１＋２＋３）の推進」の割合が 45.4％と最も高く、次いで「後継者確保のた 

めの、Ｕターン、Ｉターンの促進」が 40.9％、「メロン、米、ホタテなどのブランド化」 

が 37.5％、「地産地消の推進（地元の生産物を学校給食等での積極的活用）」が 29.7％、 

「都市部への販路拡大」が 28.7％となっています。 
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8.4%

3.1%

2.0%

13.6%

19.6%

20.0%

28.7%

29.7%

37.5%

40.9%

45.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

パッケージの統一化

販売組織の設立

生産の効率化（法人化・大規模化等）

既存施設（観光交流センター等）を核とし

た直売施設の充実

都市部への販路拡大

地産地消の推進（地元の生産物を学校給食

等での積極的活用）

メロン、米、ホタテなどのブランド化

後継者確保のためのUターン、Iターンの促進

地域の農水産物の高付加価値化を目指し、加工、流

通、販売まで取り組む6次産業の推進

■全体（ｎ＝491）
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資料編 
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④ 高齢者の方の健康寿命を延ばすための施策は、「身近な地域で介護予防や健康づくりに

取り組める場の充実」の割合が 52.1％と最も高く、次いで「生活のために働いて収入を

得られる場や機会の充実」が 41.8％、「高齢者の知識や技術、経験を活かしたボランティ

ア活動等の機会の充実」が 41.3％、「買い物代行や除雪など、有償ボランティア（交通費

や少額の謝礼を受け取るボランティア活動）として活動できる機会の充実」が 40.3％と

なっています。 
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5.9%

2.4%

6.1%

13.2%

16.1%

20.6%

40.3%

41.3%

41.8%

52.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答

その他

観光案内など町外の住民と交流できる機会の充実

幼稚園や学校などでの子どもたちと交流でき

る機会の充実

食事会などで地域交流ができる場づくり

見守りパトロールや交通安全活動、環境美化活動

などの地域活動の充実

買い物代行や除雪など、有償ボランティアとして

活動できる機会の充実

高齢者の知識や技術、経験を活かしたボランティ

ア活動等の機会の充実

生活のために働いて収入を得られる場や機会の充実

身近な地域で介護予防や健康づくりに取り組

める場の充実

■全体（ｎ＝491）



 

 

  

  

 

２ 町の住みやすさについて 

① 「とても住みやすい」が 4.1％、「住みやすい」が 37.9％と、４割強が住みやすい 

と感じています。一方、「住みにくい」が 13.0％、「とても住みにくい」が 3.1％と、 

２割弱が住みにくいと感じています。 
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3 18 歳未満の子どもがいる世帯の状況 

   ① 町の子育て環境については、「大変満足」が 5.9％、「満足」の割合が 40.0％と、 

半数弱が満足と回答しています。一方、「不満」が 10.6％、「大変不満」が 4.7％と、 

２割弱が不満と回答しています。 
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② 理想的な子どもの数を実現するために、町（道・国）や地域に望むことは、「幼稚園や 

学校教育費、医療費など子育て費用の負担軽減」の割合が 61.2％と最も高く、次いで 

「ひとり親世帯や共働き世帯が安心して子どもを預けられる環境整備」が 54.1％、「管 

内での医療機関（小児科、産婦人科）の確保」が 45.9％、「子育てをしながら女性も働 

ける職場の確保」が 43.5％となっています。 

 

■ 理想的な子どもの数を実現するために望むこと 
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5.9%

3.5%

2.4%

3.5%

9.4%

9.4%

16.5%

43.5%

45.9%

54.1%

61.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

その他

子育てに関する情報提供や相談支援の充実

父親も子育てに積極的に参加できるように父親対象

の子育て教室やサロンの充実

交通事故や犯罪などから子どもたちを守るため

の地域の見守り支援

地域における子育ての交流の場等の充実

育児休暇（休業）など職場に対する子育て支

援に関する啓発

子育てをしながら女性も働ける職場の確保

管内での医療機関（小児科、産婦人科）の確保

ひとり親世帯や共働き世帯が安心して子どもを

預けられる環境整備

幼稚園や学校教育費、医療費など子育て費用の負担軽減

■子どものいる世帯（ｎ＝85）
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13.9%

5.6%

0.0%

8.3%

27.8%

25.0%

16.7%

2.8%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

無回答

わからない

その他

やりたい仕事があるので（あれば）、全国（あるい

は諸外国）どこにでも行きたい

利便性の高い都市部で、仕事や生活をしたい

小平に住み続けたいが、家から通えるところでは自分のやりたい

仕事に就くのが難しいので、道内で仕事をしながら生活をしたい

小平町で働きたいが、町内では自分のやりたい仕事に就くのが

難しいので、町外で働きながら小平町に住み続けたい

町内で仕事を探したり起業をして、小平町に住み続けたい

家業を継いだり、親戚の仕事を手伝うなど町内で仕

事をして、小平町に住み続けたい

■中高生（ｎ＝36）

 
 

      

   

資料編 
 

序 
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4 中学生・高校生等の居住継続意向 

① 高校、専門学校、大学等を卒業した後の小平町での居住継続意向をみると、「利便性 

の高い都市部で、仕事や生活をしたい」の割合が 27.8％と最も高く、次いで「小平に 

住み続けたいが、家から通えるところでは自分のやりたい仕事に就くのが難しいので、 

道内で仕事しながら生活をしたい」が 25.0％、「小平町で働きたいが、町内では自分 

のやりたい仕事に就くのが難しいので、町外で働きながら小平町に住み続けたい」が 

16.7％、「やりたい仕事があるので（あれば）、全国（あるいは諸外国）どこにでも行 

きたい」が 8.3％となっています。 
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16.0%

4.0%

4.0%

5.3%

10.7%

18.7%

20.0%

33.3%

46.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

交際術やマナーなどを学ぶ講座

結婚の機運を高めるための講習会

結婚相談窓口（仲立ち）

個人のことなので行政がやる必要はない

婚活イベント等による出会いの場の提供

若い夫婦への住まいの支援

所得安定のため通年雇用を働きかける

■独身者（ｎ＝75）

 

 

  

  

 

5 独身者（18～49 歳）の結婚に関する意向 

① 行政が重点的に取り組むべき結婚支援事業については、「所得安定のため通年雇用を 

働きかける」の割合が 46.7％と最も高く、次いで「若い夫婦への住まいの支援」が 33.3％、

「婚活イベント等による出会いの場の提供」が 20.0％、「個人のことなので行政がやる 

必要はない」が 18.7％となっています。 
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白紙 
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